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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　厚さが０．８μｍ未満のプラスチック基材の少なくとも片面側に粘着剤層を有し、
　前記粘着剤層が、下記（ｍ１）をモノマー成分全量（１００重量％）に対して５０．０
～９９．８重量％含み、且つ下記（ｍ２）をモノマー成分全量（１００重量％）に対して
０．０１～２０重量％含むモノマー混合物により形成されるアクリル系ポリマーを粘着剤
層全量（１００重量％）に対して５０重量％以上含み、
　前記モノマー混合物が、（ｍ１）として、炭素数１～５のアルキル基を有するアルキル
（メタ）アクリレートモノマーと、炭素数６～１０のアルキル基を有するアルキル（メタ
）アクリレートモノマーとを含み、
　（ｍ２）が、骨格中にカルボキシル基を有するビニル系モノマーと骨格中に水酸基を有
するビニル系モノマーとを組みあわせて用いられていることを特徴とする粘着シート。
　（ｍ１）：下記式（１）で表される炭素数１～１０のアルキル基を有するアルキル（メ
タ）アクリレートモノマー
　ＣＨ2＝Ｃ（Ｒ1）ＣＯＯＲ2　　　　　（１）
（式（１）中、Ｒ1は水素原子又はメチル基を示し、Ｒ2は炭素数１～１０のアルキル基を
示す。）
　（ｍ２）：極性基含有モノマー
【請求項２】
　前記（ｍ２）が、さらに、骨格中に窒素原子を有するビニル系モノマーを含む請求項１
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請求項１記載の粘着シート。
【請求項３】
　前記の骨格中に水酸基を有するビニル系モノマーが、ヒドロキシアルキル（メタ）アク
リレートである請求項１又は２記載の粘着シート。
【請求項４】
　前記粘着剤層が、架橋剤を、前記アクリル系ポリマー１００重量部に対して、０．００
１～１０重量部含む請求項１～３の何れか１項に記載の粘着シート。
【請求項５】
　前記粘着剤層が、粘着付与樹脂を、前記アクリル系ポリマー１００重量部に対して、５
～６０重量部含む請求項１～４の何れか１項に記載の粘着シート。
【請求項６】
　前記プラスチック基材の両面側に前記粘着剤層を有する請求項１～５の何れか１項に記
載の粘着シート。
【請求項７】
　電気又は電子機器用である請求項１～６の何れか１項に記載の粘着シート。
【請求項８】
　光学部材用である請求項１～６の何れか１項に記載の粘着シート。
【請求項９】
　請求項１～６の何れか１項に記載の粘着シートと電気又は電子機器部材との積層構成を
有する電気又は電子機器部材積層体。
【請求項１０】
　請求項１～６の何れか１項に記載の粘着シートと光学部材との積層構成を有する光学部
材積層体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、粘着シート、電気又は電子機器部材積層体及び光学部材積層体に関する。詳
細には、厚さが薄く、加工性（特に打ち抜き加工性）及び凹凸追従性の両方を備える粘着
シート、上記粘着シートを有する電子機器部材積層体、及び、上記粘着シートを有する光
学部材積層体に関する。さらには、薄くても、加工性（特に打ち抜き加工性）及び凹凸追
従性を備え、さらにセパレータ剥離性に優れる粘着シート、上記粘着シートを有する電子
機器部材積層体、及び、上記粘着シートを有する光学部材積層体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、携帯電話、デジタルカメラ、スマートフォン、ＰＤＡ(Personal Digital Assist
ant)等の携帯機器の小型化が進んでいる。そのため、搭載される各種電子部品についても
小型化・薄型化が図られている。例えば、携帯機器として代表的な機器である携帯電話や
スマートフォンは、構成される主要部品それぞれが積層化される傾向にある。通常、携帯
電話やスマートフォンの表示部分は、主にＬＣＤモジュールとバックライトユニットから
なり、発光、反射、遮光、導光等の機器を発現させるために、各種シート状の部品が積層
されている。そこで、これらの部品の組み立て（接合）に用いるための粘着テープ又はシ
ート（単に、「粘着テープ」又は「粘着シート」と称する場合がある）が考案されている
。例えば、薄くて強度を有する両面接着テープ又はシートが知られている（特許文献１参
照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００５－１０５２１２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】



(3) JP 5650166 B2 2015.1.7

10

20

30

40

50

【０００４】
　近年、携帯機器の薄型化や小型化、携帯機器に搭載される電子部品の薄型化等に伴い、
部品の組み立て（接合）に用いる粘着シートとして、さらなる極薄粘着シートが求められ
てきている。
【０００５】
　しかし、粘着シートを薄くすると、加工性（特に打ち抜き加工性）の低下という問題や
、凹凸追従性の低下という問題が懸念される。
【０００６】
　また、粘着シートを薄くすると、粘着シートを使用するために粘着面（粘着剤層により
提供される面）からセパレータ（剥離ライナー）を剥がす際、泣き分かれ現象(両面粘着
シートにおいてセパレータが本来剥がれるべき所定の界面で剥がれずに、本来なら、粘着
面に接着（付着）していなければならない界面で剥がれる現象)、粘着剤層のセパレータ
への残存（のりはがれ）、粘着剤層同士の重なり、意図しない粘着剤層の移動、このよう
な移動に伴う粘着剤層のしわやよれ、粘着シートの損傷等の問題が発生しやすくなる。
【０００７】
　従って、本発明の目的は、薄くても、加工性及び凹凸追従性を備える粘着シートを提供
することにある。
　さらに、本発明の他の目的は、薄くても、加工性及び凹凸追従性を備え、さらにセパレ
ータ剥離性に優れる粘着シートを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは鋭意検討した結果、基材及び粘着剤層を有する粘着シートとすると、粘着
シートが薄くても、加工性や取り扱い性（ハンドリング性）の両方を同時に備えることが
でき、且つ、基材の厚さを特定の厚さより小さくすると、凹凸追従性を備えることができ
ることを見出した。
　さらに、基材の両面側にアクリル系粘着剤層を有する両面粘着シートとすると、粘着シ
ートが薄くても、加工性や取り扱い性（ハンドリング性）の両方を同時に備えることがで
き、且つ、基材の厚さを特定の厚さより小さくすると、凹凸追従性を備えることができ、
加えて、重剥離面側のセパレータにおける粘着剤層に対する剥離力と軽剥離面側のセパレ
ータにける粘着剤層に対する剥離力との差を特定の値以上とすると、良好なセパレータ剥
離性が得やすくなることを見出した。
　そして、本発明を完成させた。
【０００９】
　すなわち、本発明は、厚さが２．０μｍ未満のプラスチック基材の少なくとも片面側に
粘着剤層を有し、
　上記粘着剤層が、下記（ｍ１）をモノマー成分全量（１００重量％）に対して５０．０
～９９．８重量％含み、且つ下記（ｍ２）をモノマー成分全量（１００重量％）に対して
０．０１～２０重量％含むモノマー混合物により形成されるアクリル系ポリマー又はゴム
系ポリマーを粘着剤層全量（１００重量％）に対して５０重量％以上含むことを特徴とす
る粘着シートを提供する。
　（ｍ１）：下記式（１）で表される炭素数１～１０のアルキル基を有するアルキル（メ
タ）アクリレートモノマー
　ＣＨ2＝Ｃ（Ｒ1）ＣＯＯＲ2　　　　　（１）
（式（１）中、Ｒ1は水素原子又はメチル基を示し、Ｒ2は炭素数１～１０のアルキル基を
示す。）
　（ｍ２）：極性基含有モノマー
【００１０】
　上記粘着剤層がアクリル系ポリマーを含み、
　上記モノマー混合物は、（ｍ１）として、炭素数１～５のアルキル基を有するアルキル
（メタ）アクリレートモノマーと、炭素数６～１０のアルキル基を有するアルキル（メタ
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）アクリレートモノマーとを含むことが好ましい。
【００１１】
　上記（ｍ２）は、骨格中に窒素原子を有するビニル系モノマー、骨格中にカルボキシル
基を有するビニル系モノマー、骨格中に水酸基を有するビニル系モノマーからなる群より
選択される１以上のモノマーであることが好ましい。
【００１２】
　骨格中に水酸基を有する上記ビニル系モノマーは、ヒドロキシアルキル（メタ）アクリ
レートであることが好ましい。
【００１３】
　上記粘着剤層は、架橋剤を、上記アクリル系ポリマー又は上記ゴム系ポリマー１００重
量部に対して、０．００１～１０重量部含むことが好ましい。
【００１４】
　上記粘着剤層は、粘着付与樹脂を、上記アクリル系ポリマー又は上記ゴム系ポリマー１
００重量部に対して、５～６０重量部含むことが好ましい。
【００１５】
　上記粘着シートは、上記プラスチック基材の両面側に上記粘着剤層を有することが好ま
しい。
【００１６】
　さらに、本発明は、厚さが２．０μｍ未満のプラスチック基材の両面側にアクリル系粘
着剤層を有し、
　一方のアクリル系粘着剤層Ａと接するようにセパレータＡが設けられ、他方のアクリル
系粘着剤層Ｂと接するようにセパレータＢが設けられ、
　上記セパレータＡがプラスチック基材の少なくとも片面側にシリコーン系剥離剤からな
る剥離層を有するセパレータであり、
　上記セパレータＢがプラスチック基材の少なくとも片面側にシリコーン系剥離剤からな
る剥離層を有するセパレータであり、
　上記セパレータＢの上記アクリル系粘着剤層Ｂに対する剥離力と上記セパレータＡの上
記アクリル系粘着剤層Ａに対する剥離力との差が０．０１Ｎ／５０ｍｍ以上であることを
特徴とする粘着シートを提供する。
【００１７】
　上記粘着シートは、電気又は電子機器用であることが好ましい。
【００１８】
　上記粘着シートは、光学部材用であることが好ましい。
【００１９】
　さらに、本発明は、上記粘着シートと電気又は電子機器部材との積層構成を有する電気
又は電子機器部材積層体を提供する。
【００２０】
　さらに、本発明は、上記粘着シートと光学部材との積層構成を有する光学部材積層体を
提供する。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明の粘着シートは、上記構成を有するため、薄くても、加工性及び凹凸追従性を備
える。
　さらに、本発明の粘着シートは、薄くても、加工性及び凹凸追従性を備え、加えてセパ
レータ剥離性に優れる。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　本発明の粘着シートは、厚さ２．０μｍ未満のプラスチック基材の少なくとも片面側に
粘着剤層を有する。本明細書では、「厚さ２．０μｍ未満のプラスチック基材」を「本発
明の基材」と称する場合がある。
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【００２３】
　本発明の粘着シートは、本発明の基材の一方の面側に粘着剤層（感圧接着剤層）を有す
る粘着シート（片面粘着シート、片面感圧接着シート）であってもよし、本発明の基材の
両方の面側に粘着剤層（感圧接着剤層）を有する粘着シート（両面粘着シート、両面感圧
接着シート）であってもよい。中でも、本発明の粘着シートは、２つの部材同士を貼り合
わせる点や部材の固定や仮固定に用いる点から、両面粘着シートであることが好ましい。
【００２４】
　また、本発明の粘着シートは、使用時まで、粘着面（粘着剤層の表面）がセパレータ（
剥離ライナー）や本発明の基材により保護されていてもよい。例えば、本発明の粘着シー
トが片面粘着シートである場合、粘着面は、セパレータにより保護されていてもよいし、
また、巻回することより基材の背面（基材の粘着剤層が設けられている側の面とは反対側
の面）により保護されていてもよい。一方、両面粘着シートである場合、一方の粘着面が
１のセパレータにより保護され、他方の粘着面が他のセパレータにより保護されていても
よいし、また、巻回することにより、一方の粘着面が１のセパレータの一方の面により保
護され、他方の粘着面が１のセパレータの他方の面により保護されていてもよい。つまり
、本発明の粘着シートが両面粘着シートである場合は、２つの粘着面が２つのセパレータ
により保護されるダブルセパレータタイプであってもよいし、２つの粘着面が１つのセパ
レータにより保護されるシングルセパレータタイプであってもよい。
【００２５】
　本発明の粘着シートがセパレータで粘着面が保護された両面粘着シートである場合、そ
の態様の一例として、本発明の基材の両面側にアクリル系粘着剤層を有し、一方のアクリ
ル系粘着剤層Ａと接するようにセパレータＡが設けられ、他方のアクリル系粘着剤層Ｂと
接するようにセパレータＢが設けられ、上記セパレータＡがプラスチック基材の少なくと
も片面側にシリコーン系剥離剤からなる剥離層を有するセパレータであり、上記セパレー
タＢがプラスチック基材の少なくとも片面側にシリコーン系剥離剤からなる剥離層を有す
るセパレータであり、上記セパレータＢの上記アクリル系粘着剤層Ｂに対する剥離力と上
記セパレータＡの上記アクリル系粘着剤層Ａに対する剥離力との差が０．０１Ｎ／５０ｍ
ｍ以上である粘着シートが挙げられる。この粘着シートは、アクリル系粘着剤層Ａの提供
する粘着面がセパレータＡにより保護され、アクリル系粘着剤層Ｂの提供する粘着面がセ
パレータＢにより保護されるダブルセパレータタイプの両面粘着シートである。
【００２６】
　また、本発明の粘着シートは、下記（ｍ１）をモノマー成分全量（１００重量％）に対
して５０．０～９９．８重量％含み、下記（ｍ２）をモノマー成分全量（１００重量％）
に対して０．０１～２０重量％含むモノマー混合物により形成されるアクリル系ポリマー
又はゴム系ポリマーを粘着剤層全量（１００重量％）に対して５０重量％以上含む粘着剤
層を少なくとも１層有することが好ましい。なお、モノマー混合物とは、モノマー成分の
みから構成される混合物である。
　（ｍ１）：下記式（１）で表される炭素数１～１０のアルキル基を有するアルキル（メ
タ）アクリレートモノマー
　ＣＨ2＝Ｃ（Ｒ1）ＣＯＯＲ2　　　　　（１）
（式（１）中、Ｒ1は水素原子又はメチル基を示し、Ｒ2は炭素数１～１０のアルキル基を
示す。）
　（ｍ２）：極性基含有モノマー
　なお、「（メタ）アクリル」とは、アクリル及び／又はメタクリルの意味であり、アク
リル及びメタクリルのうち一方又は両方の意味である。
　さらに、「粘着シート」には、「粘着テープ」の意味を含むものとする。すなわち、本
発明の粘着シートは、テープ状の形態を有する粘着テープであってもよい。
【００２７】
［本発明の基材］
　本発明の基材は、厚さが２．０μｍ未満のプラスチック基材（樹脂基材、ポリマー基材
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）である。なお、本発明の基材は、少なくとも１層からなる基材であり、２層以上の積層
構造を有していてもよい。なお、本発明の基材は、本発明の粘着シートを被着体に使用（
貼付）する際に、粘着剤層とともに被着体に貼付される部分である。
【００２８】
　本発明の基材を構成する材料としては、特に限定されないが、例えば、ポリエチレンテ
レフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリブチレン
ナフタレート等のポリエステル；ポリエチレン、ポリプロピレン、エチレン－プロピレン
共重合体等のポリオレフィン；ポリビニルアルコール；ポリ塩化ビニリデン；ポリ塩化ビ
ニル；塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体；ポリ酢酸ビニル；ポリアミド；ポリイミド；セ
ルロース類；フッ素系樹脂；ポリエーテル；ポリエーテルアミド；ポリエーテルエーテル
ケトン；ポリフェニレンスルフィド；ポリスチレン等のポリスチレン系樹脂；ポリカーボ
ネート；ポリエーテルスルホンなどが挙げられる。中でも、強度、取り扱い性（ハンドリ
ング性）、コスト、寸法安定性、投錨力のバランスの良さから、ポリエチレンテレフタレ
ート（ＰＥＴ）が好ましい。なお、上記材料は、単独で又は２種以上組み合わせて用いる
ことができる。
【００２９】
　本発明の基材の厚さは、２．０μｍ未満である限り特に限定されない。本発明の基材の
厚さは、粘着シートにおいて、薄くても、加工性（特に打ち抜き加工性）及び取り扱い性
を得つつ、凹凸追従性を得る点より、さらに熱抵抗性を得る点より、２．０μｍ未満であ
り、好ましくは１．５μｍ以下、より好ましくは１．０μｍ以下、さらにより好ましくは
０．８μｍ以下、特に好ましくは０．５μｍ以下である。なお、本発明の基材の下限は、
０μｍより大きければよく、好ましくは０．０１μｍ以上であり、より好ましくは０．１
μｍ以上、さらに好ましくは０．５μｍ以上である。
【００３０】
　本発明の基材は、延伸処理（一軸延伸又は二軸延伸）等により変形性を制御していても
よい。また、本発明の基材の表面には、必要に応じて、粘着剤層との密着性を高めるため
、慣用の表面処理、例えば、クロム酸処理、オゾン暴露、火炎暴露、高圧電撃暴露、イオ
ン化放射線処理等の化学的又は物理的方法による酸化処理等が施されていてもよい。さら
に、本発明の基材が背面で粘着面を保護する場合、剥離処理が施されていてもよい。
【００３１】
[粘着剤層]
　本発明の粘着シートは、粘着剤層を有する。上記粘着剤層は、特に限定されないが、ア
クリル系粘着剤層又はゴム系粘着剤層であることが好ましい。上記アクリル系粘着剤層は
、ベースポリマーとしてのアクリル系ポリマーを、粘着剤層全量（１００重量％）に対し
て５０重量％以上含む。また、上記ゴム系粘着剤層は、ベースポリマーとしてのゴム系ポ
リマーを、粘着剤層全量（１００重量％）に対して５０重量％以上含む。
【００３２】
　上記粘着剤層は、粘着剤組成物（感圧接着剤組成物）により形成される。粘着剤組成物
には、粘着剤を形成する組成物の意味を含むものとする。本明細書において、アクリル系
粘着剤層を形成する粘着剤組成物を「アクリル系粘着剤組成物」と称する場合があり、ゴ
ム系粘着剤層を形成する粘着剤組成物を「ゴム系粘着剤組成物」と称する場合がある。
【００３３】
　上記粘着剤組成物は、いずれの形態を有している粘着剤組成物であってもよく、例えば
、エマルション型、溶剤型（溶液型）、活性エネルギー線硬化型、熱溶融型（ホットメル
ト型）などが挙げられる。中でも、生産性の点より、溶剤型であることが好ましい。
【００３４】
　上記溶剤型の粘着剤組成物としては、ベースポリマー（ゴム系ポリマー又はアクリル系
ポリマー）を必須成分として含む粘着剤組成物が好ましく挙げられる。また、上記活性エ
ネルギー線硬化型粘着剤組成物としては、ベースポリマー（ゴム系ポリマー又はアクリル
系ポリマー）を構成するモノマー成分の混合物（モノマー混合物）又はその部分重合物を
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必須成分として含む粘着剤組成物が好ましく挙げられる。なお、「部分重合物」とは、上
記モノマー混合物に含まれるモノマー成分のうち１又は２以上の成分が部分的に重合して
いる組成物を意味する。また、「モノマー混合物」には、モノマー成分が１種のみの場合
を含むものとする。
【００３５】
（ゴム系粘着剤層）
　上述のように、本発明の粘着シートは、粘着剤層としてゴム系粘着剤層を有することが
好ましい。上記ゴム系粘着剤層はベースポリマーとしてゴム系ポリマーを含む。上記ゴム
系粘着剤層におけるゴム系ポリマーの割合は、５０重量％以上である限り特に限定されな
いが、接着信頼性の点より、６０重量％以上であることが好ましく、より好ましくは７０
重量％以上である。
【００３６】
　上記ゴム系ポリマーとしては、例えば、天然ゴム、ポリブタジエン、ポリイソプレン、
ポリイソブチレン、ブチルゴム、クロロプレンゴム、シリコーンゴム、アクリロニトリル
－ブタジエンゴム、エチレン－プロピレンターポリマー等が挙げられる。なお、ゴム系ポ
リマーは、単独で又は２種以上組み合わせて用いることができる。
【００３７】
　さらに、上記ゴム系ポリマーとしては、スチレン系ブロック共重合体が好ましく挙げら
れる。上記スチレン系ブロック共重合体とは、少なくとも１つのスチレンブロックを有す
るポリマーを意味する。上記スチレンブロックとは、スチレンを主モノマーとするセグメ
ントを指す。実質的にスチレンのみからなるセグメントは、ここでいうスチレンブロック
の典型例である。
【００３８】
　上記スチレン系ブロック共重合体としては、例えば、スチレンイソプレンブロック共重
合体、スチレンブタジエンブロック共重合体などが挙げられる。上記スチレンイソプレン
ブロック共重合体は、少なくとも１つのスチレンブロックと、少なくとも１つのイソプレ
ンブロック（イソプレンを主モノマーとするセグメント）とを有するポリマーをいう。ス
チレンイソプレンブロック共重合体としては、例えば、イソプレンブロック（ソフトセグ
メント）の両端にそれぞれスチレンブロック（ハードセグメント）を有するトリブロック
構造の共重合体（トリブロック体、スチレン－イソプレン－スチレンブロック共重合体（
ＳＩＳブロック共重合体））；１つのイソプレンブロックと１つのスチレンブロックとか
らなるジブロック構造の共重合体（ジブロック体、例えばスチレン－イソプレンゴムなど
）等が挙げられる。また、スチレンブタジエンブロック共重合体としては、例えば、少な
くとも１つのスチレンブロックと、少なくとも１つのブタジエンブロック（ブタジエンを
主モノマーとするセグメント）とを有するポリマー（例えばスチレン－ブタジエンゴムな
ど）等が挙げられる。また、上記スチレン系ブロック共重合体としては、他にも、スチレ
ン－ブタジエン－スチレンブロック共重合体（ＳＢＳブロック共重合体）、スチレン－エ
チレン・ブチレン－スチレンブロック共重合体（ＳＥＢＳブロック共重合体）などが挙げ
られる。
【００３９】
　さらにまた、上記ゴム系ポリマーとしては、モノビニル置換芳香族化合物と共役ジエン
化合物とのブロック共重合体も好ましく挙げられる。上記「モノビニル置換芳香族化合物
と共役ジエン化合物とのブロック共重合体」とは、モノビニル置換芳香族化合物を主モノ
マー（５０重量％を超える共重合成分をいう。）とするセグメント（以下、「Ａセグメン
ト」と称する場合がある。）と、共役ジエン化合物を主モノマーとするセグメント（以下
、「Ｂセグメント」と称する場合がある。）とを、それぞれ少なくとも１つ有するポリマ
ーをいう。一般に、Ａセグメントのガラス転移温度は、Ｂセグメントのガラス転移温度よ
りも高い。上記「モノビニル置換芳香族化合物と共役ジエン化合物とのブロック共重合体
」の代表的な構造としては、Ｂセグメント（ソフトセグメント）の両端にそれぞれＡセグ
メント（ハードセグメント）を有するトリブロック構造の共重合体（Ａ－Ｂ－Ａ構造のト
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リブロック体）、１つのＡセグメントと一つのＢセグメントとからなるジブロック構造の
共重合体（Ａ－Ｂ構造のジブロック体）などが挙げられる。
【００４０】
　上記モノビニル置換芳香族化合物とは、ビニル基を有する官能基が芳香環に１つ結合し
た化合物を指す。上記芳香環としては、ベンゼン環が挙げられる。なお、このベンゼン環
は、ビニル基を有しない官能基（例えばアルキル基など）で置換されたベンゼン環であっ
てもよい。上記モノビニル置換芳香族化合物としては、スチレン、α－メチルスチレン、
ビニルトルエン、ビニルキシレン等が挙げられる。上記共役ジエン化合物の具体例として
は、１，３－ブタジエン、イソプレン等が挙げられる。
【００４１】
　中でも、上記ゴム系ポリマーとしては、反発力に対する耐性、保持力を得る点より、上
記スチレン系ブロック共重合体や上記のモノビニル置換芳香族化合物と共役ジエン化合物
とのブロック共重合体が好ましい。
【００４２】
　上記スチレン系ブロック共重合体や上記のモノビニル置換芳香族化合物と共役ジエン化
合物とのブロック共重合体では、スチレン含有率は、特に限定されないが、反発力に対す
る耐性、保持力を得る点より、１０～３５重量％であることが好ましく、より好ましくは
１５～２４重量％、さらに好ましくは１６～２３重量％である。
【００４３】
　上記スチレン含有量は、上記スチレン系ブロック共重合体や上記「モノビニル置換芳香
族化合物と共役ジエン化合物とのブロック共重合体」の全体質量（全体重量）に占めるス
チレン成分の質量割合（重量割合）をいう。スチレン含有量は、ＮＭＲ（核磁気共鳴スペ
クトル法）により測定することができる。
【００４４】
　また、上記スチレン系ブロック共重合体や上記「モノビニル置換芳香族化合物と共役ジ
エン化合物とのブロック共重合体」は、ジブロック体、トリブロック体、放射状（ｒａｄ
ｉａｌ）体、これらの混合物等の形態であり得るが、反発力に対する耐性、保持力を得る
点より、ジブロック体を含むことが好ましい。上記スチレン系ブロック共重合体や上記「
モノビニル置換芳香族化合物と共役ジエン化合物とのブロック共重合体」では、ジブロッ
ク体比率は、特に限定されないが、３０～８０重量％であることが好ましく、より好まし
くは４０～８０重量％、さらに好ましくは５０～８０重量％、特に好ましくは５０～７０
重量％である。
【００４５】
　上記ジブロック体比率は、上記スチレン系ブロック共重合体や上記「モノビニル置換芳
香族化合物と共役ジエン化合物とのブロック共重合体」の全体質量（全体重量）に占める
ジブロック体の質量割合（重量割合）をいう。ジブロック体比率は、高速液体クロマトグ
ラフィーによるピーク面積を対比することにより求めることができる。例えば、全量をテ
トラヒドロフラン（ＴＨＦ）に溶解し、東ソー（株）製ＧＳ５０００Ｈ及びＧ４０００Ｈ
の液体クロマトグラフ用カラムをそれぞれ２段づつ計４段を直列につなぎ、移動相にＴＨ
Ｆを用いて、温度４０℃、流量１ｍｌ／ｍｉｎの条件下で高速液体クロマトグラフィーを
行う。得られたチャートからジブロック体に対応するピークの面積、全てのピークの面積
を求め、全てのピークの面積に対するジブロック体のピーク面積の１００分率を算出する
ことにより求めることができる。
【００４６】
（アクリル系粘着剤層）
　上述のように、本発明の粘着シートは、粘着剤層としてアクリル系粘着剤層を有するこ
とが好ましい。上記アクリル系粘着剤層はベースポリマーとしてアクリル系ポリマーを含
む。上記アクリル系粘着剤層におけるアクリル系ポリマーの割合は、５０重量％以上であ
る限り特に限定されないが、接着信頼性の点より、６０重量％以上であることが好ましく
、より好ましくは７０重量％以上である。
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【００４７】
　上記アクリル系ポリマーとしては、特に限定されず、例えば、アクリル系粘着剤に用い
られる公知のアクリル系ポリマーが挙げられる。さらには、上記アクリル系ポリマーとし
ては、（ｍ１）をモノマー成分全量（１００重量％）に対して５０．０～９９．８重量％
含み、（ｍ２）をモノマー成分全量（１００重量％）に対して０．０１～２０重量％含む
モノマー混合物により形成されるアクリル系ポリマーが好ましく挙げられる。なお、本明
細書では、「（ｍ１）をモノマー成分全量（１００重量％）に対して５０．０～９９．８
重量％含み、（ｍ２）をモノマー成分全量（１００重量％）に対して０．０１～２０重量
％含むモノマー混合物により形成されるアクリル系ポリマー」を「アクリル系ポリマーＡ
」と称する場合がある。
【００４８】
　上記アクリル系ポリマーＡは、ポリマーを構成するモノマー成分として、（ｍ１）と（
ｍ２）とを少なくとも含む。
【００４９】
　（ｍ１）は、炭素数１～１０のアルキル基を有するアルキル（メタ）アクリレートモノ
マーである。上記炭素数１～１０のアルキル基は、直鎖状又は分岐鎖状のアルキル基であ
ることが好ましい。なお、（ｍ１）は、単独で又は２種以上組み合わせて用いることがで
きる。
【００５０】
　（ｍ１）としては、例えば、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、
（メタ）アクリル酸プロピル、（メタ）アクリル酸イソプロピル、（メタ）アクリル酸ｎ
－ブチル、（メタ）アクリル酸イソブチル、（メタ）アクリル酸ｓ－ブチル、（メタ）ア
クリル酸ｔ－ブチル、（メタ）アクリル酸ペンチル、（メタ）アクリル酸イソペンチル、
（メタ）アクリル酸ヘキシル、（メタ）アクリル酸ヘプチル、（メタ）アクリル酸オクチ
ル、（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸イソオクチル、（メタ
）アクリル酸ノニル、（メタ）アクリル酸イソノニル、（メタ）アクリル酸ドデシルなど
が好ましく挙げられる。
【００５１】
　上記アクリル系ポリマーＡを形成するモノマー混合物のモノマー成分全量（１００重量
％）に対する（ｍ１）の割合は、耐久性、接着信頼性を得る点より、５０．０～９９．８
重量％であり、好ましくは６０．０～９９．８重量％、より好ましくは７０．０～９９．
８重量％、さらにより好ましくは８０．０～９９．８重量％、特に好ましくは９０．０～
９９．８重量％である。つまり、上記アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分全量（
１００重量％）に対する（ｍ１）の割合は、５０．０～９９．８重量％であり、好ましく
は６０．０～９９．８重量％、より好ましくは７０．０～９９．８重量％、さらにより好
ましくは８０．０～９９．８重量％、特に好ましくは９０．０～９９．８重量％である。
【００５２】
　中でも、（ｍ１）は、アクリル系粘着剤層が薄い場合であっても、タック及び接着信頼
性を十分に得る点より、炭素数１～５のアルキル基を有するアルキル（メタ）アクリレー
トモノマー、及び、炭素数６～１０のアルキル基を有するアルキル（メタ）アクリレート
モノマーであることが好ましい。つまり、（ｍ１）は、炭素数１～５のアルキル基を有す
るアルキル（メタ）アクリレートモノマー、及び、炭素数６～１０のアルキル基を有する
アルキル（メタ）アクリレートモノマーを組み合わせて用いられることが好ましい。
【００５３】
　つまり、上記アクリル系粘着剤層は上記アクリル系ポリマーＡを含み、上記アクリル系
ポリマーＡを形成するモノマー混合物が、（ｍ１）として、炭素数１～５のアルキル基を
有するアルキル（メタ）アクリレートモノマーと、炭素数６～１０のアルキル基を有する
アルキル（メタ）アクリレートモノマーとを含むことが好ましい。
【００５４】
　特に、（ｍ１）は、アクリル酸ｎ－ブチル、及び、アクリル酸２－エチルヘキシルであ
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ることが好ましい。つまり、上記アクリル系ポリマーを形成するモノマー混合物は、（ｍ
１）として、アクリル酸ｎ－ブチルとアクリル酸２－エチルヘキシルとを含むことが好ま
しい。
【００５５】
　（ｍ１）が、上記のように、炭素数１～５のアルキル基を有するアルキル（メタ）アク
リレートモノマー、及び、炭素数６～１０のアルキル基を有するアルキル（メタ）アクリ
レートモノマーである場合、炭素数１～５のアルキル基を有するアルキル（メタ）アクリ
レートモノマーと、炭素数６～１０のアルキル基を有するアルキル（メタ）アクリレート
モノマーとの割合は、前者：後者（重量基準）で、９０：１０～１０：９０であることが
好ましく、より好ましくは８０：２０～２０：８０である。
【００５６】
　上記アクリル系ポリマーＡを形成するモノマー混合物は、（ｍ２）を少なくとも含む。
つまり、上記アクリル系ポリマーＡは、構成するモノマー成分として、（ｍ１）と共重合
可能な（ｍ２）を少なくとも含む。なお、（ｍ２）は、単独で又は２種以上組み合わせて
用いることができる。
【００５７】
　（ｍ２）は、極性基含有モノマーであり、骨格中、つまりモノマーの構造中に、極性基
と炭素炭素二重結合（エチレン性不飽和結合）を有するモノマーである。（ｍ２）は、極
性基を有するビニル系モノマーである。上記アクリル系ポリマーＡは構成するモノマー成
分として（ｍ２）を含むので、適度な凝集力を得やすくなる。このため、上記アクリル系
粘着剤層は、薄くても、接着信頼性、加工性、段差吸収性を得やすくなる。
【００５８】
　（ｍ２）としては、特に限定されないが、骨格中に窒素原子を有するビニル系モノマー
、骨格中にカルボキシル基を有するビニル系モノマー、骨格中に水酸基を有するビニル系
モノマーが好ましく挙げられる。本明細書では、「骨格中に窒素原子を有するビニル系モ
ノマー」を「窒素原子含有モノマー」と称する場合があり、「骨格中にカルボキシル基を
有するビニル系モノマー」を「カルボキシル基含有モノマー」と称する場合があり、「骨
格中に水酸基を有するビニル系モノマー」を「水酸基含有モノマー」と称する場合がある
。ただし、水酸基含有モノマーには、窒素原子含有モノマーは含まれないものとする。す
なわち、本明細書において、骨格中に水酸基及び窒素原子を有するモノマーは、窒素原子
含有モノマーに含まれるものとする。
【００５９】
　つまり、（ｍ２）は、窒素原子含有モノマー、カルボキシル基含有モノマー、水酸基含
有モノマーからなる群より選択される１以上のモノマーであることが好ましい。
【００６０】
　上記窒素原子含有モノマーとしては、Ｎ－ビニル環状アミド、（メタ）アクリルアミド
類などが好ましく挙げられる。なお、窒素原子含有モノマーは、単独で又は２種以上組み
合わせて用いることができる。
【００６１】
　上記Ｎ－ビニル環状アミドとしては、例えば、下記式（２）で表されるＮ－ビニル環状
アミドが挙げられる。
【化２】

（式（２）中、Ｒ3は２価の有機基を示す）
【００６２】
　上記式（２）におけるＲ3は２価の有機基であり、好ましくは２価の飽和炭化水素基又
は不飽和炭化水素基であり、より好ましくは２価の飽和炭化水素基（例えば、炭素数３～
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５のアルキレン基など）である。
【００６３】
　上記式（２）で表されるＮ－ビニル環状アミドとしては、例えば、Ｎ－ビニル－２－ピ
ロリドン、Ｎ－ビニル－２－ピペリドン、Ｎ－ビニル－３－モルホリノン、Ｎ－ビニル－
２－カプロラクタム、Ｎ－ビニル－１，３－オキサジン－２－オン、Ｎ－ビニル－３，５
－モルホリンジオンなどが挙げられる。
【００６４】
　上記（メタ）アクリルアミド類としては、例えば、（メタ）アクリルアミド、Ｎ－アル
キル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジアルキル（メタ）アクリルアミドなどが挙げら
れる。上記Ｎ－アルキル（メタ）アクリルアミドとしては、例えば、Ｎ－エチル（メタ）
アクリルアミド、Ｎ－イソプロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ｎ－ブチル（メタ）ア
クリルアミド、Ｎ－オクチルアクリルアミドなどが挙げられる。さらに、上記Ｎ－アルキ
ル（メタ）アクリルアミドには、ジメチルアミノエチル（メタ）アクリルアミド、ジエチ
ルアミノエチル（メタ）アクリルアミド、ジメチルアミノプロピル（メタ）アクリルアミ
ドのようなアミノ基を有する（メタ）アクリルアミドも含まれる。上記Ｎ，Ｎ－ジアルキ
ル（メタ）アクリルアミドとしては、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド
、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジプロピル（メタ）アクリルアミ
ド、Ｎ，Ｎ－ジイソプロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジ（ｎ－ブチル）（メタ
）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジ（ｔ－ブチル）（メタ）アクリルアミドなどが挙げられる
。
【００６５】
　また、上記（メタ）アクリルアミド類には、例えば、各種のＮ－ヒドロキシアルキル（
メタ）アクリルアミドも含まれる。上記Ｎ－ヒドロキシアルキル（メタ）アクリルアミド
としては、例えば、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（２－ヒドロキシエチ
ル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（２－ヒドロキシプロピル）（メタ）アクリルアミド
、Ｎ－（１－ヒドロキシプロピル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（３－ヒドロキシプロ
ピル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（２－ヒドロキシブチル）（メタ）アクリルアミド
、Ｎ－（３－ヒドロキシブチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（４－ヒドロキシブチル
）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチル－Ｎ－２－ヒドロキシエチル(メタ)アクリルアミ
ドなどが挙げられる。
【００６６】
　また、上記（メタ）アクリルアミド類には、例えば、各種のＮ－アルコキシアルキル（
メタ）アクリルアミドも含まれる。上記Ｎ－アルコキシアルキル（メタ）アクリルアミド
としては、例えば、Ｎ－メトキシメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチル（
メタ）アクリルアミドなどが挙げられる。
【００６７】
　また、上記Ｎ－ビニル環状アミド、上記（メタ）アクリルアミド類以外の窒素原子含有
モノマーとしては、例えば、（メタ）アクリル酸アミノエチル、（メタ）アクリル酸ジメ
チルアミノエチル、（メタ）アクリル酸ジメチルアミノプロピル、（メタ）アクリル酸ｔ
－ブチルアミノエチルなどのアミノ基含有モノマー；アクリロニトリル、メタクリロニト
リルなどのシアノ基含有モノマー；（メタ）アクリロイルモルホリン、Ｎ－ビニルピペラ
ジン、Ｎ－ビニルピロール、Ｎ－ビニルイミダゾール、Ｎ－ビニルピラジン、Ｎ－ビニル
モルホリン、Ｎ－ビニルピラゾール、ビニルピリジン、ビニルピリミジン、ビニルオキサ
ゾール、ビニルイソオキサゾール、ビニルチアゾール、ビニルイソチアゾール、ビニルピ
リダジン、（メタ）アクリロイルピロリドン、（メタ）アクリロイルピロリジン、（メタ
）アクリロイルピペリジン、Ｎ－メチルビニルピロリドンなどの複素環含有モノマー；Ｎ
－シクロヘキシルマレイミド、Ｎ－イソプロピルマレイミド、Ｎ－ラウリルマレイミド、
Ｎ－フェニルマレイミドなどのマレイミド系モノマー、Ｎ－メチルイタコンイミド、Ｎ－
エチルイタコンイミド、Ｎ－ブチルイタコンイミド、Ｎ－オクチルイタコンイミド、Ｎ－
２－エチルヘキシルイタコンイミド、Ｎ－ラウリルイタコンイミド、Ｎ－シクロヘキシル
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イタコンイミド等のイタコンイミド系モノマー、Ｎ－（メタ）アクリロイルオキシメチレ
ンスクシンイミド、Ｎ－（メタ）アクリロイル－６－オキシヘキサメチレンスクシンイミ
ド、Ｎ－（メタ）アクリロイル－８－オキシオクタメチレンスクシンイミド等のスクシン
イミド系モノマーなどのイミド基含有モノマー；２－（メタ）アクリロイルオキシエチル
イソシアネートなどのイソシアネート基含有モノマーなどが挙げられる。
【００６８】
　中でも、上記窒素原子含有モノマーとしては、上記式（２）で表されるＮ－ビニル環状
アミド、（メタ）アクリルアミド類が好ましく、より好ましくはＮ－ビニル－２－ピロリ
ドン、Ｎ－ビニル－２－カプロラクタム、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ
，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミドであり、さらに好ましくはＮ－ビニル－２－ピロ
リドンである。
【００６９】
　上記カルボキシル基含有モノマーとしては、例えば、（メタ）アクリル酸、イタコン酸
、マレイン酸、フマル酸、クロトン酸、イソクロトン酸などが挙げられる。さらに、無水
マレイン酸などの酸無水物基含有モノマーも挙げられる。なお、カルボキシル基含有モノ
マーは、単独で又は２種以上組み合わせて用いることができる。
【００７０】
　中でも、上記カルボキシル基含有モノマーとしては、接着力、凝集力の観点から、（メ
タ）アクリル酸が好ましく、より好ましくはアクリル酸である。
【００７１】
　上記水酸基含有モノマーとしては、例えば、ヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート
、ビニルアルコール、アリルアルコールなどが挙げられる。上記ヒドロキシアルキル（メ
タ）アクリレートとしては、例えば、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ
）アクリル酸３－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸４－ヒドロキシブチル、（メ
タ）アクリル酸６－ヒドロキシヘキシル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシオクチル、（メ
タ）アクリル酸ヒドロキシデシル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシラウリル、（メタ）ア
クリル酸（４－ヒドロキシメチルシクロヘキシル）などが挙げられる。なお、水酸基含有
モノマーは、単独で又は２種以上組み合わせて用いることができる。
【００７２】
　中でも、上記水酸基含有モノマーとしては、接着力、凝集力の観点から、ヒドロキシア
ルキル（メタ）アクリレートが好ましく、より好ましくはアクリル酸２－ヒドロキシエチ
ル、アクリル酸４－ヒドロキシブチル、アクリル酸６－ヒドロキシヘキシル、さらにより
好ましくはアクリル酸２－ヒドロキシエチル、アクリル酸４－ヒドロキシブチルである。
【００７３】
　さらに、上記窒素原子含有モノマー、上記カルボキシル基含有モノマー、上記水酸基含
有モノマー以外の極性基含有モノマーとしては、例えば、（メタ）アクリル酸アルコキシ
アルキルエステル、エポキシ基含有モノマー、スルホン酸基含有モノマー、リン酸基含有
モノマー、ビニルエステル類、ビニルエーテル類、塩化ビニルなどが挙げられる。上記（
メタ）アクリル酸アルコキシアルキルエステルとしては、例えば、（メタ）アクリル酸２
－メトキシエチル、（メタ）アクリル酸２－エトキシエチル、（メタ）アクリル酸メトキ
シトリエチレングリコール、（メタ）アクリル酸３－メトキシプロピル、（メタ）アクリ
ル酸３－エトキシプロピル、（メタ）アクリル酸４－メトキシブチル、（メタ）アクリル
酸４－エトキシブチルなどが挙げられる。上記エポキシ基含有モノマーとしては、例えば
、（メタ）アクリル酸グリシジル、（メタ）アクリル酸メチルグリシジルなどが挙げられ
る。上記スルホン酸基含有モノマーとしては、例えば、ビニルスルホン酸ナトリウムなど
が挙げられる。上記ビニルエステル類としては、例えば、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニ
ルなどが挙げられる。上記ビニルエーテル類としては、例えば、ビニルアルキルエーテル
などが挙げられる。なお、これらの極性基含有モノマーは、単独で又は２種以上組み合わ
せて用いることができる。
【００７４】
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　特に、（ｍ２）は、接着力、凝集力の観点から、窒素原子含有モノマー、カルボキシル
基含有モノマー、水酸基含有モノマーからなる群より選択される２以上のモノマーである
ことが好ましい。つまり、（ｍ２）は、窒素原子含有モノマーとカルボキシル基含有モノ
マーとが組み合わせて用いられたり、窒素原子含有モノマーと水酸基含有モノマーとが組
み合わせて用いられたり、カルボキシル基含有モノマーと水酸基含有モノマーとが組み合
わせて用いられたり、窒素原子含有モノマーとカルボキシル基含有モノマーと水酸基含有
モノマーとが組み合わせて用いられることが好ましい。特に、（ｍ２）は、カルボキシル
基含有モノマーと水酸基含有モノマーとが組み合わせて用いられることが好ましい。
【００７５】
　つまり、上記アクリル系粘着剤層は上記アクリル系ポリマーＡを含み、上記アクリル系
ポリマーＡを形成するモノマー混合物が、（ｍ２）として、窒素原子含有モノマー、カル
ボキシル基含有モノマー、水酸基含有モノマーからなる群より選択される２以上のモノマ
ー（特にカルボキシル基含有モノマーと水酸基含有モノマー）を含むことが好ましい。
【００７６】
　さらに、上記アクリル系ポリマーＡは、構成するモノマー成分として、つまり（ｍ１）
や（ｍ２）と共重合可能なモノマー成分として、多官能モノマー（多官能性モノマー）を
含んでいてもよい。すなわち、アクリル系ポリマーを形成するモノマー混合物は、多官能
モノマーを含んでいてもよい。なお、多官能モノマーは、単独で又は２種以上組み合わせ
て用いることができる。
【００７７】
　上記多官能モノマーとしては、特に限定されないが、例えば、ヘキサンジオールジ（メ
タ）アクリレート（１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート）、ブタンジオー
ルジ（メタ）アクリレート、（ポリ）エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、（ポ
リ）プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）
アクリレート、ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールト
リ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、トリメ
チロールプロパントリ（メタ）アクリレート、テトラメチロールメタントリ（メタ）アク
リレート、アリル（メタ）アクリレート、ビニル（メタ）アクリレート、ジビニルベンゼ
ン、エポキシアクリレート、ポリエステルアクリレート、ウレタンアクリレートなどが挙
げられる。中でも、上記多官能モノマーとしては、１，６－ヘキサンジオールジアクリレ
ート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレートが好ましい。なお、上記多官
能モノマーの含有量は、本発明の効果を損なわない範囲で適宜選択される。
【００７８】
　さらにまた、上記アクリル系ポリマーＡは、構成するモノマー成分として、つまり（ｍ
１）や（ｍ２）と共重合可能なモノマー成分として、下記のその他のモノマーを含んでい
てもよい。すなわち、上記アクリル系ポリマーＡを形成するモノマー混合物は、下記のそ
の他のモノマーを含んでいてもよい。上記その他のモノマーとしては、例えば、脂環式炭
化水素基を有する（メタ）アクリル酸エステル、芳香族炭化水素基を有する（メタ）アク
リル酸エステル、炭素数１１～２０のアルキル基を有するアルキル（メタ）アクリレート
モノマーなど挙げられる。上記脂環式炭化水素基を有する（メタ）アクリル酸エステルと
しては、例えば、（メタ）アクリル酸シクロペンチル、（メタ）アクリル酸シクロヘキシ
ル、（メタ）アクリル酸イソボルニルなどが挙げられる。上記芳香族炭化水素基を有する
（メタ）アクリル酸エステルは、例えば、（メタ）アクリル酸フェニル、（メタ）アクリ
ル酸フェノキシエチル、（メタ）アクリル酸ベンジルなどが挙げられる。上記炭素数１１
～２０のアルキル基を有するアルキル（メタ）アクリレートモノマーとしては、例えば、
（メタ）アクリル酸イソデシル、（メタ）アクリル酸ウンデシル、（メタ）アクリル酸ド
デシル、（メタ）アクリル酸トリデシル、（メタ）アクリル酸テトラデシル、（メタ）ア
クリル酸ペンタデシル、（メタ）アクリル酸ヘキサデシル、（メタ）アクリル酸ヘプタデ
シル、（メタ）アクリル酸オクタデシル、（メタ）アクリル酸ノナデシル、（メタ）アク
リル酸エイコシルなどが挙げられる。
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【００７９】
　上記その他のモノマーの含有量は、特に限定されないが、本発明の粘着シートの特性に
悪影響を及ぼさない範囲で適宜される。なお、上記その他のモノマーは、単独で又は２種
以上組み合わせて用いることができる。
【００８０】
　上記アクリル系ポリマーＡは、（ｍ１）及び（ｍ２）を少なくとも含むモノマー混合物
により形成される。上記アクリル系ポリマーＡは、上記のモノマー成分を重合することに
より得られる。重合方法としては、例えば、溶液重合方法、乳化重合方法、塊状重合方法
、熱や活性エネルギー線照射による重合方法（熱重合方法、活性エネルギー線重合方法）
などが挙げられる。中でも、接着性のバランス、重合の容易さの観点より、活性エネルギ
ー線照射による重合方法（活性エネルギー線重合方法）や溶液重合方法が好ましく、より
好ましくは溶液重合方法である。
【００８１】
　上記活性エネルギー線重合（光重合）に際して照射される活性エネルギー線としては、
例えば、α線、β線、γ線、中性子線、電子線などの電離性放射線や、紫外線などが挙げ
られ、特に紫外線が好ましい。また、活性エネルギー線の照射エネルギー、照射時間、照
射方法などは特に限定されず、光重合開始剤を活性化させて、モノマー成分の反応を生じ
させることができればよい。
【００８２】
　上記の溶液重合に際しては、各種の一般的な溶剤を用いることができる。このような溶
剤としては、例えば、酢酸エチル、酢酸ｎ－ブチル等のエステル類；トルエン、ベンゼン
等の芳香族炭化水素類；ｎ－ヘキサン、ｎ－ヘプタン等の脂肪族炭化水素類；シクロヘキ
サン、メチルシクロヘキサン等の脂環式炭化水素類；メチルエチルケトン、メチルイソブ
チルケトン等のケトン類などの有機溶剤が挙げられる。なお、溶剤は、単独で又は２種以
上組み合わせて用いることができる。
【００８３】
　また、重合に際しては、重合反応の種類に応じて、光重合開始剤（光開始剤）や熱重合
開始剤などの重合開始剤が用いられてもよい。なお、重合開始剤は、単独で又は２種以上
組み合わせて用いることができる。
【００８４】
　上記光重合開始剤としては、特に限定されないが、例えば、ベンゾインエーテル系光重
合開始剤、アセトフェノン系光重合開始剤、α－ケトール系光重合開始剤、芳香族スルホ
ニルクロリド系光重合開始剤、光活性オキシム系光重合開始剤、ベンゾイン系光重合開始
剤、ベンジル系光重合開始剤、ベンゾフェノン系光重合開始剤、ケタール系光重合開始剤
、チオキサントン系光重合開始剤などが挙げられる。
【００８５】
　上記ベンゾインエーテル系光重合開始剤としては、例えば、ベンゾインメチルエーテル
、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインプロピルエーテル、ベンゾインイソプロピルエ
ーテル、ベンゾインイソブチルエーテル、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタ
ン－１－オン、アニソールメチルエーテルなどが挙げられる。上記アセトフェノン系光重
合開始剤としては、例えば、２，２－ジエトキシアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－
２－フェニルアセトフェノン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、４－フェ
ノキシジクロロアセトフェノン、４－（ｔ－ブチル）ジクロロアセトフェノンなどが挙げ
られる。上記α－ケトール系光重合開始剤としては、例えば、２－メチル－２－ヒドロキ
シプロピオフェノン、１－［４－（２－ヒドロキシエチル）フェニル］－２－メチルプロ
パン－１－オンなどが挙げられる。上記芳香族スルホニルクロリド系光重合開始剤として
は、例えば、２－ナフタレンスルホニルクロライドなどが挙げられる。上記光活性オキシ
ム系光重合開始剤としては、例えば、１－フェニル－１，１－プロパンジオン－２－（ｏ
－エトキシカルボニル）－オキシムなどが挙げられる。上記ベンゾイン系光重合開始剤と
しては、例えば、ベンゾインなどが挙げられる。上記ベンジル系光重合開始剤としては、
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例えば、ベンジルなどが挙げられる。上記ベンゾフェノン系光重合開始剤としては、例え
ば、ベンゾフェノン、ベンゾイル安息香酸、３，３’－ジメチル－４－メトキシベンゾフ
ェノン、ポリビニルベンゾフェノン、α－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトンなど
が挙げられる。上記ケタール系光重合開始剤としては、例えば、ベンジルジメチルケター
ルなどが挙げられる。上記チオキサントン系光重合開始剤としては、例えば、チオキサン
トン、２－クロロチオキサントン、２－メチルチオキサントン、２，４－ジメチルチオキ
サントン、イソプロピルチオキサントン、２，４－ジイソプロピルチオキサントン、ドデ
シルチオキサントンなどが挙げられる。
【００８６】
　上記光重合開始剤の使用量は、特に限定されないが、上記アクリル系ポリマーＡを形成
するアクリル系モノマー混合物に含まれるモノマー成分全量１００重量部に対して、０．
０１～１重量部が好ましく、より好ましくは０．０５～０．５重量部である。
【００８７】
　上記溶液重合の際に用いられる重合開始剤としては、例えばアゾ系重合開始剤、過酸化
物系重合開始剤（例えば、ジベンゾイルペルオキシド、ｔｅｒｔ－ブチルペルマレエート
など）、レドックス系重合開始剤などが挙げられる。中でも、特開２００２－６９４１１
号公報に開示されたアゾ系重合開始剤が好ましい。上記アゾ系重合開始剤としては、２，
２’－アゾビスイソブチロニトリル、２，２’－アゾビス－２－メチルブチロニトリル、
２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオン酸）ジメチル、４，４’－アゾビス－４－シ
アノバレリアン酸などが挙げられる。
【００８８】
　上記アゾ系重合開始剤の使用量は、特に限定されないが、上記アクリル系ポリマーＡを
形成するアクリル系モノマー混合物に含まれるモノマー成分全量１００重量部に対して、
０．０５～０．５重量部が好ましく、より好ましくは０．１～０．３重量部である。
【００８９】
　なお、上述の説明では、主にアクリル系ポリマーＡについて説明したが、アクリル系ポ
リマーＡ以外のアクリル系ポリマーについても同様に作製することができる。
【００９０】
　本発明の粘着シートが有する粘着剤層には、添加剤が含まれていてもよい。また、上記
粘着剤層は、粘着剤組成物（例えば、アクリル系粘着剤組成物やゴム系粘着剤組成物）に
より形成されるが、このような粘着剤組成物には、添加剤が含まれていてもよい。添加剤
は、粘着剤層中でアクリル系ポリマー又はゴム系ポリマーと結合している形態で含まれて
いてもよい。例えば、後述の架橋剤は、粘着剤層中でアクリル系ポリマー又はゴム系ポリ
マーと結合している形態で含まれていてもよい。なお、添加剤は、単独で又は２種以上組
み合わせて用いられる。
【００９１】
　上記添加剤としては、架橋剤が好ましく挙げられる。架橋剤によれば、粘着剤層のベー
スポリマー（例えば、上記ゴム系ポリマー又は上記アクリル系ポリマー）を架橋し、接着
性や凝集力を向上させることができる。上記架橋剤としては、例えば、イソシアネート系
架橋剤、エポキシ系架橋剤、メラミン系架橋剤、過酸化物系架橋剤、尿素系架橋剤、金属
アルコキシド系架橋剤、金属キレート系架橋剤、金属塩系架橋剤、カルボジイミド系架橋
剤、オキサゾリン系架橋剤、アジリジン系架橋剤、アミン系架橋剤などが挙げられる。中
でも、イソシアネート系架橋剤、エポキシ系架橋剤が好ましい。なお、架橋剤は、単独で
又は２種以上組み合わせて用いられる。
【００９２】
　上記イソシアネート系架橋剤（多官能イソシアネート化合物）としては、例えば、１，
２－エチレンジイソシアネート、１，４－ブチレンジイソシアネート、１，６－ヘキサメ
チレンジイソシアネートなどの低級脂肪族ポリイソシアネート類；シクロペンチレンジイ
ソシアネート、シクロヘキシレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、水素
添加トリレンジイソシアネート、水素添加キシレンジイソシアネートなどの脂環族ポリイ
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ソシアネート類；２，４－トリレンジイソシアネート、２，６－トリレンジイソシアネー
ト、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネートなどの
芳香族ポリイソシアネート類などが挙げられる。さらに、トリメチロールプロパン／トリ
レンジイソシアネート付加物［日本ポリウレタン工業株式会社製、商品名「コロネートＬ
」］、トリメチロールプロパン／ヘキサメチレンジイソシアネート付加物［日本ポリウレ
タン工業株式会社製、商品名「コロネートＨＬ」］なども挙げられる。
【００９３】
　上記エポキシ系架橋剤（多官能エポキシ化合物）としては、例えば、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ
’－テトラグリシジル－ｍ－キシレンジアミン、ジグリシジルアニリン、１，３－ビス（
Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアミノメチル）シクロヘキサン、１，６－ヘキサンジオールジグリ
シジルエーテル、ネオペンチルグリコールジグリシジルエーテル、エチレングリコールジ
グリシジルエーテル、プロピレングリコールジグリシジルエーテル、ポリエチレングリコ
ールジグリシジルエーテル、ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテル、ソルビト
ールポリグリシジルエーテル、グリセロールポリグリシジルエーテル、ペンタエリスリト
ールポリグリシジルエーテル、ポリグリセロールポリグリシジルエーテル、ソルビタンポ
リグリシジルエーテル、トリメチロールプロパンポリグリシジルエーテル、アジピン酸ジ
グリシジルエステル、ｏ－フタル酸ジグリシジルエステル、トリグリシジル－トリス（２
－ヒドロキシエチル）イソシアヌレート、レゾルシンジグリシジルエーテル、ビスフェノ
ール－Ｓ－ジグリシジルエーテルの他、分子内にエポキシ基を２つ以上有するエポキシ系
樹脂などが挙げられる。さらに、商品名「テトラッドＣ」（三菱ガス化学株式会社製）な
どの市販品も挙げられる。
【００９４】
　本発明の粘着シートの有する粘着剤層（例えば、上記ゴム系粘着剤層、上記アクリル系
粘着剤層など）における架橋剤の含有量は、特に限定されないが、接着性や凝集力の観点
から、アクリル系ポリマー又はゴム系ポリマー１００重量部に対して、０．００１～１０
重量部であることが好ましく、より好ましくは０．０１～５重量部、さらに好ましくは０
．０１～３重量部である。
【００９５】
　さらに、上記添加剤としては、粘着付与樹脂（粘着付与剤）が好ましく挙げられる。粘
着付与樹脂（粘着付与剤）によれば、粘着剤層の粘着特性や接着信頼性をより向上させる
ことができる。上記粘着付与樹脂としては、例えば、テルペン系粘着付与樹脂、フェノー
ル系粘着付与樹脂、ロジン系粘着付与樹脂、石油系粘着付与樹脂などが挙げられる。なお
、粘着付与樹脂は、単独で又は２種以上組み合わせて用いられる。
【００９６】
　上記テルペン系粘着付与樹脂としては、例えば、α－ピネン重合体、β－ピネン重合体
、ジペンテン重合体などのテルペン系樹脂や、これらのテルペン系樹脂を変性（フェノー
ル変性、芳香族変性、水素添加変性、炭化水素変性など）した変性テルペン系樹脂（例え
ば、テルペンフェノール系樹脂、スチレン変性テルペン系樹脂、芳香族変性テルペン系樹
脂、水素添加テルペン系樹脂など）などが挙げられる。
【００９７】
　上記フェノール系粘着付与樹脂としては、例えば、各種フェノール類（例えば、フェノ
ール、ｍ－クレゾール、３，５－キシレノール、ｐ－アルキルフェノール、レゾルシンな
ど）とホルムアルデヒドとの縮合物（例えば、アルキルフェノール系樹脂、キシレンホル
ムアルデヒド系樹脂など）、上記フェノール類とホルムアルデヒドとをアルカリ触媒で付
加反応させたレゾールや、上記フェノール類とホルムアルデヒドとを酸触媒で縮合反応さ
せて得られるノボラックの他、ロジン類（未変性ロジン、変性ロジンや、各種ロジン誘導
体など）にフェノールを酸触媒で付加させ熱重合することにより得られるロジン変性フェ
ノール樹脂などが挙げられる。
【００９８】
　上記ロジン系粘着付与樹脂としては、例えば、ガムロジン、ウッドロジン、トール油ロ
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ジンなどの未変性ロジン（生ロジン）や、これらの未変性ロジンを水添化、不均化、重合
などにより変性した変性ロジン（水添ロジン、不均化ロジン、重合ロジンの他、その他の
化学的に修飾されたロジンなど）の他、各種のロジン誘導体などが挙げられる。なお、上
記ロジン誘導体としては、例えば、未変性ロジンをアルコール類によりエステル化したロ
ジンのエステル化合物や、水添ロジン、不均化ロジン、重合ロジンなどの変性ロジンをア
ルコール類によりエステル化した変性ロジンのエステル化合物などのロジンエステル類；
未変性ロジンや変性ロジン（水添ロジン、不均化ロジン、重合ロジンなど）を不飽和脂肪
酸で変性した不飽和脂肪酸変性ロジン類；ロジンエステル類を不飽和脂肪酸で変性した不
飽和脂肪酸変性ロジンエステル類；未変性ロジン、変性ロジン（水添ロジン、不均化ロジ
ン、重合ロジンなど）、不飽和脂肪酸変性ロジン類や不飽和脂肪酸変性ロジンエステル類
におけるカルボキシル基を還元処理したロジンアルコール類；未変性ロジン、変性ロジン
や、各種ロジン誘導体等のロジン類（特に、ロジンエステル類）の金属塩などが挙げられ
る。
【００９９】
　上記石油系粘着付与樹脂としては、例えば、芳香族系石油樹脂、脂肪族系石油樹脂、脂
環族系石油樹脂（脂肪族環状石油樹脂）、脂肪族・芳香族系石油樹脂、脂肪族・脂環族系
石油樹脂、水素添加石油樹脂、クマロン系樹脂、クマロンインデン系樹脂などが挙げられ
る。具体的には、上記芳香族系石油樹脂としては、例えば、炭素数が８～１０であるビニ
ル基含有芳香族系炭化水素（スチレン、ｏ－ビニルトルエン、ｍ－ビニルトルエン、ｐ－
ビニルトルエン、α－メチルスチレン、β－メチルスチレン、インデン、メチルインデン
など）が１種のみ又は２種以上用いられた重合体などが挙げられる。さらに、上記芳香族
系石油樹脂としては、ビニルトルエンやインデン等の留分（いわゆる「Ｃ９石油留分」）
から得られる芳香族系石油樹脂（いわゆる「Ｃ９系石油樹脂」）が好ましく挙げられる。
上記脂肪族系石油樹脂としては、例えば、炭素数４～５のオレフィンやジエン［ブテン－
１、イソブチレン、ペンテン－１等のオレフィン；ブタジエン、ピペリレン（１，３－ペ
ンタジエン）、イソプレン等のジエンなど］が１種のみ又は２種以上用いられた重合体な
どが挙げられる。さらに、上記脂肪族系石油樹脂としては、ブタジエン、ピペリレンやイ
ソプレン等の留分（いわゆる「Ｃ４石油留分」や「Ｃ５石油留分」など）から得られる脂
肪族系石油樹脂（いわゆる「Ｃ４系石油樹脂」や「Ｃ５系石油樹脂」など）が好ましく挙
げられる。上記脂環族系石油樹脂としては、例えば、脂肪族系石油樹脂（いわゆる「Ｃ４
系石油樹脂」や「Ｃ５系石油樹脂」など）を環化二量体化した後重合させた脂環式炭化水
素系樹脂、環状ジエン化合物（シクロペンタジエン、ジシクロペンタジエン、エチリデン
ノルボルネン、ジペンテン、エチリデンビシクロヘプテン、ビニルシクロヘプテン、テト
ラヒドロインデン、ビニルシクロヘキセン、リモネンなど）の重合体又はその水素添加物
、上記の芳香族系炭化水素樹脂や、下記の脂肪族・芳香族系石油樹脂の芳香環を水素添加
した脂環式炭化水素系樹脂などが挙げられる。上記脂肪族・芳香族系石油樹脂としては、
スチレン－オレフィン系共重合体などが挙げられる。さらに、上記脂肪族・芳香族系石油
樹脂としては、いわゆる「Ｃ５／Ｃ９共重合系石油樹脂」などが挙げられる。
【０１００】
　さらにまた、上記粘着付与樹脂としては、住友ベークライト株式会社製、商品名「スミ
ライトレジン ＰＲ－１２６０３」、荒川化学工業株式会社製、商品名「ペンセルＤ１２
５」などの市販品も挙げられる。
【０１０１】
　中でも、上記粘着付与樹脂としては、ロジン系粘着付与樹脂が好ましく、より好ましく
はロジンエステル類、さらに好ましくは重合ロジンエステル系（ロジンのエステル化物や
変性ロジンのエステル化物）である。
【０１０２】
　本発明の粘着シートの有する粘着剤層（例えば、上記ゴム系粘着剤層、上記アクリル系
粘着剤層など）における粘着付与樹脂の含有量は、特に限定されないが、粘着剤層の粘着
特性や接着信頼性を向上させる点より、アクリル系ポリマー又はゴム系ポリマー１００重
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量部に対して、５～６０重量部であることが好ましく、より好ましくは１０～５０重量部
、さらに好ましくは１０～４５重量部である。
【０１０３】
　さらにまた、上記添加剤としては、シランカップリング剤が好ましく挙げられる。シラ
ンカップリング剤が含まれていると、ガラスに対する接着信頼性（特に、高温高湿環境下
でのガラスに対する接着信頼性）が向上し、好ましい。
【０１０４】
　上記シランカップリング剤としては、特に限定されないが、例えば、γ－グリシドキシ
プロピルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン、γ－アミ
ノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－フェニル－アミノプロピルトリメトキシシランなど
が挙げられる。中でも、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシランが好ましい。また
、市販品として、例えば、商品名「ＫＢＭ－４０３」（信越化学工業株式会社製）が挙げ
られる。なお、シランカップリング剤は、単独で又は２種以上を組み合わせて用いること
ができる。
【０１０５】
　本発明の粘着シートの有する粘着剤層におけるシランカップリング剤の含有量は、本発
明の効果を損なわない範囲で、適宜選択される。
【０１０６】
　さらに、上記添加剤としては、架橋促進剤、老化防止剤、充填剤、着色剤（顔料や染料
など）、紫外線吸収剤、酸化防止剤、連鎖移動剤、可塑剤、軟化剤、界面活性剤、帯電防
止剤などが挙げられる。これらの添加剤は、本発明の効果を損なわない範囲で含まれてい
てもよい。
【０１０７】
　上記粘着剤層（例えば、上記ゴム系粘着剤層、上記アクリル系粘着剤層など）は粘着剤
組成物（例えば、ゴム系粘着剤組成物、アクリル系粘着剤組成物など）により形成するこ
とができるが、上記粘着剤組成物は、特に限定されないが、例えば公知の調製方法により
得られる。例えば、溶剤型の粘着剤組成物は、ベースポリマー（上記ゴム系ポリマーや上
記アクリル系ポリマー）、溶剤、必要に応じて加えられる添加剤（例えば、上記の架橋剤
や粘着付与樹脂など）を混合することにより作製される。また、活性エネルギー線硬化型
の粘着剤組成物の場合、例えば、活性エネルギー線硬化型のアクリル系粘着剤組成物は、
モノマー混合物又はその部分重合物、必要に応じて加えられる添加剤（例えば、上記の架
橋剤や粘着付与樹脂など）を混合することにより作製される。
【０１０８】
　上記粘着剤組成物は、取り扱いや塗工に適した粘度を有することが好ましい。例えば、
活性エネルギー線硬化型のアクリル系粘着剤組成物は、モノマー混合物の部分重合物を含
むことが好ましい。上記部分重合物の重合率は、特に限定されないが、５～２０重量％が
好ましく、より好ましくは５～１５重量％である。
【０１０９】
　部分重合物の重合率は、以下のようにして求められる。
　部分重合物の一部をサンプリングして、試料とする。該試料を精秤しその重量を求めて
、「乾燥前の部分重合物の重量」とする。次に、試料を１３０℃で２時間乾燥して、乾燥
後の試料を精秤しその重量を求めて、「乾燥後の部分重合物の重量」とする。そして、「
乾燥前の部分重合物の重量」及び「乾燥後の部分重合物の重量」から、１３０℃で２時間
の乾燥により減少した試料の重量を求め、「重量減少量」（揮発分、未反応モノマー重量
）とする。
　得られた「乾燥前の部分重合物の重量」及び「重量減少量」から、下記式より、モノマ
ー成分の部分重合物の重合率（重量％）を求める。
　モノマー成分の部分重合物の重合率（重量％）＝［１－（重量減少量）／（乾燥前の部
分重合物の重量）］×１００
【０１１０】
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　上記粘着剤層は、特に限定されないが、例えば、本発明の基材や剥離フィルム等の適当
な支持体上に、上記粘着剤組成物を塗布（塗工）し、必要に応じて、加熱乾燥及び／又は
硬化することにより形成される。例えば、上記アクリル系粘着剤層を活性エネルギー線硬
化型のアクリル系粘着剤組成物により形成する場合、活性エネルギー線硬化型のアクリル
系粘着剤組成物を支持体上に塗布（塗工）し、活性エネルギー線を照射することにより形
成される。なお、必要に応じて、活性エネルギー線照射に加えて、加熱乾燥が行われても
よい。
【０１１１】
　上記の塗布（塗工）に際には、公知のコーティング法が用いられてもよい。例えば、慣
用のコーター、具体的には、グラビヤロールコーター、リバースロールコーター、キスロ
ールコーター、ディップロールコーター、バーコーター、ナイフコーター、スプレーコー
ター、コンマコーター、ダイレクトコーターなどが用いられてもよい。
【０１１２】
　上記粘着剤層を上記粘着剤組成物により形成する際には、減圧手段（例えば、吸引ファ
ンに接続された排気ダクトによってその内部の気体が吸引されるように構成されているバ
キュームボックスなど）を有する塗工装置を用いてもよい。このような減圧手段を有する
塗工装置を用いれば、厚さが均一で薄い粘着剤層を効率よく得ることができる。
【０１１３】
　なお、上記の塗工装置によれば、厚さが均一で、薄く、ロール状粘着シート（粘着テー
プ）を効率よく得ることができる。例えば、総厚さが１～３０μｍである両面粘着テープ
を効率よく得ることができる。また、このような両面粘着テープを得る際、上記の塗工装
置における基材（基材シート）の引張張力は、１～１５Ｎとすることが好ましい。
【０１１４】
　上記粘着剤層のゲル分率は、特に限定されないが、例えば、１０～６０重量％とするこ
とができ、好ましくは１０～５０重量％、より好ましくは１０～４０重量％である。上記
ゲル分率を６０重量％以下とすることにより、粘着剤層の凝集力がある程度小さくなり、
粘着剤層が軟らかくなるため、段差部分に粘着剤層が追従しやすくなり、段差吸収性が得
やすくなる。一方、上記ゲル分率を１０重量％以上とすることにより、粘着剤層が軟らか
くなりすぎて、粘着シートの加工性が低下するという問題の発生を抑制でき、また、高温
環境下や高温高湿環境下において、気泡や浮きの発生を抑制して、接着信頼性を向上させ
ることができる。上記ゲル分率は、例えば、多官能モノマー及び／又は架橋剤の種類や含
有量（使用量）などにより制御することができる。
【０１１５】
　上記ゲル分率（溶剤不溶分の割合）は、酢酸エチル不溶分として求めることができる。
具体的には、粘着剤層を、酢酸エチル中に室温（２３℃）で７日間浸漬した後の不溶分の
浸漬前の試料に対する重量分率（単位：重量％）として求められる。より具体的には、上
記ゲル分率とは、以下の「ゲル分率の測定方法」により算出される値である。
（ゲル分率の測定方法）
　粘着剤層を約１ｇ採取し、その重量を測定し、該重量を「浸漬前の粘着剤層の重量」と
する。次に、採取した粘着剤層を酢酸エチル４０ｇに７日間浸漬した後、酢酸エチルに不
溶解な成分（不溶解部分）を全て回収し、回収した全不溶解部分を１３０℃で２時間乾燥
させて酢酸エチルを除去した後、その重量を測定して「不溶解部分の乾燥重量」（浸漬後
の粘着剤層の重量）とする。そして、得られた数値を以下の式に代入して算出する。
　ゲル分率（重量％）＝［（不溶解部分の乾燥重量）／（浸漬前の粘着剤層の重量）］×
１００
【０１１６】
　上記粘着剤層の粘着力（１８０°引き剥がし粘着力、１８０°引き剥がし接着強さ）は
、特に限定されないが、０．１Ｎ／２０ｍｍ以上であることが好ましい。上記粘着力が０
．１Ｎ／２０ｍｍ以上であると、仮固定用途や固定用途に好ましく用いることができる。
なお、上記粘着力は、剥離角度：１８０°、引張速度３００ｍｍ／分の条件で、測定され
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る。
【０１１７】
　上記粘着剤層の厚さは、特に限定されないが、０．１～３０μｍが好ましく、より好ま
しくは０．１～１０μｍであり、さらに好ましくは０．２５～３μｍである。
【０１１８】
　特に、上記粘着剤層は、０．２５～３μｍのような薄い場合であっても、０．１Ｎ／２
０ｍｍ以上の粘着力を有することができる。
【０１１９】
［他の粘着剤層］
　本発明の粘着シートは、他の粘着剤層（上記粘着剤層（例えば、上記アクリル系粘着剤
層、上記ゴム系粘着剤層など）以外の粘着剤層）を有していてもよい。上記他の粘着剤層
としては、特に限定されないが、例えば、ウレタン系粘着剤、アクリル系粘着剤、ゴム系
粘着剤、シリコーン系粘着剤、ポリエステル系粘着剤、ポリアミド系粘着剤、エポキシ系
粘着剤、ビニルアルキルエーテル系粘着剤、フッ素系粘着剤などの公知乃至慣用の粘着剤
から形成された粘着剤層が挙げられる。なお、上記粘着剤は、単独で又は２種以上を組み
合わせて用いることができる。
【０１２０】
［その他の層］
　本発明の粘着シートは、本発明の基材、上記粘着剤層（例えば、上記アクリル系粘着剤
層、上記ゴム系粘着剤層など）、他の粘着剤層以外にも、本発明の効果を損なわない範囲
で、他の層（例えば、中間層、下塗り層など）を有していてもよい。
【０１２１】
［セパレータ］
　本発明の粘着シートの粘着剤層表面（粘着面）は、使用時まではセパレータ（剥離ライ
ナー）により保護されていてもよい。なお、本発明の粘着シートが両面粘着シートである
場合、各粘着面は、２枚のセパレータによりそれぞれ保護されていてもよいし、両面が剥
離面となっているセパレータ１枚により、ロール状に巻回される形態で保護されていても
よい。セパレータは粘着剤層の保護材として用いられており、本発明の粘着シートを被着
体に貼付する際に剥がされる。なお、セパレータは必ずしも設けられていなくてもよい。
【０１２２】
　上記セパレータとしては、特に限定されないが、例えば、セパレータ基材の少なくとも
一方の表面に剥離層（剥離処理層）を有するセパレータ、フッ素系ポリマーからなる低接
着性のセパレータ、無極性ポリマーからなる低接着性のセパレータなどが挙げられる。上
記フッ素系ポリマーとしては、特に限定されないが、例えば、ポリテトラフルオロエチレ
ン、ポリクロロトリフルオロエチレン、ポリフッ化ビニル、ポリフッ化ビニリデン、テト
ラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプロピレン共重合体、クロロフルオロエチレン－フ
ッ化ビニリデン共重合体などが挙げられる。また、上記無極性ポリマーとしては、特に限
定されないが、例えば、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）等のオレフィン
系樹脂などが挙げられる。中でも、セパレータ基材の少なくとも一方の表面に剥離層を有
するセパレータを使用することが好ましい。
【０１２３】
　上記セパレータ基材としては、特に限定されないが、プラスチックフィルム等が挙げら
れる。このようなプラスチックフィルムとしては、例えば、ポリエチレンテレフタレート
（ＰＥＴ）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢ
Ｔ）等のポリエステル系樹脂；ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、ポリメ
チルペンテン（ＰＭＰ）、エチレン－プロピレン共重合体、エチレン－酢酸ビニル共重合
体（ＥＶＡ）等のα－オレフィンをモノマー成分とするオレフィン系樹脂；ポリ塩化ビニ
ル（ＰＶＣ）；酢酸ビニル系樹脂；ポリカーボネート（ＰＣ）；ポリフェニレンスルフィ
ド（ＰＰＳ）；ポリアミド（ナイロン）、全芳香族ポリアミド（アラミド）等のアミド系
樹脂；ポリイミド系樹脂；ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）などから構成される
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プラスチックフィルムが挙げられる。中でも、加工性、入手性、作業性、防塵性、コスト
等の観点から、ポリエステル系樹脂から形成されるプラスチックフィルムが好ましく、さ
らに好ましくはＰＥＴフィルムである。
【０１２４】
　上記剥離層を構成する剥離処理剤としては、特に限定されないが、例えば、シリコーン
系剥離処理剤、フッ素系剥離処理剤、長鎖アルキル系剥離処理剤、硫化モリブデンなどの
剥離処理剤が挙げられる。中でも、剥離コントロール、経時安定性の観点から、シリコー
ン系剥離処理剤が好ましい。なお、剥離処理剤は、単独で又は２種以上を組み合わせて用
いることができる。
【０１２５】
　また、上記剥離層は単層であってもよいし、本発明の特性を損なわない範囲においては
、２層以上が積層された積層構造であってもよい。
【０１２６】
　中でも、上記セパレータの好ましい具体的構成の一例としては、ＰＥＴフィルムをセパ
レータ基材として用い、該セパレータ基材の少なくとも一方の表面に、シリコーン系剥離
処理剤による剥離層が設けられた構成が挙げられる。
【０１２７】
　上記セパレータは、公知慣用の方法により製造することができる。また、本発明の上記
セパレータは、本発明の効果を損なわない範囲で、他の層（例えば、中間層、下塗り層な
ど）を有していてもよい。
【０１２８】
　上記セパレータの厚さは、特に限定されないが、例えば、コスト面や貼り合わせ作業に
おける粘着シートのハンドリング性等の観点より、１２～２００μｍが好ましく、より好
ましくは２５～１００μｍ、さらに好ましくは２５～７５μｍである。
【０１２９】
　また、本発明の粘着シートがダブルセパレータタイプの両面粘着シートである場合、一
方の粘着面にはセパレータが設けられ、他方の粘着面にもセパレータが設けられる。この
ような場合、両方のセパレータは、それぞれ一方のみの表面が剥離層となっているセパレ
ータ（特にプラスチック基材の一方の表面がシリコーン系剥離剤からなる剥離層を有する
セパレータ）であることが好ましい。また、セパレータは、剥離層が粘着面と接触するよ
うにして設けられる。なお、上記セパレータの両表面のうち、粘着剤層と接する側とは反
対側の表面のことを、セパレータの「背面」と称する場合がある。
【０１３０】
　さらに、本発明の粘着シートがダブルセパレータタイプの両面粘着シートである場合、
２枚のセパレータ剥離力に差が設けられていることが好ましい。例えば、本発明の粘着シ
ートがダブルセパレータタイプの両面粘着シートである場合、一方のセパレータが先に使
用（貼付）される粘着面（「１面側」ともいう）に対して用いられ、他方のセパレータが
後に使用（貼付）される粘着面（「２面側」ともいう）に対して用いられることが好まし
い。従って、一方のセパレータはより小さな力（剥離力）で剥離が可能な「軽剥離側」の
セパレータとして使用され、他方のセパレータは粘着剤層から剥離するのにより大きな力
（剥離力）を要する「重剥離側」のセパレータとして使用されることが好ましい。なお、
本明細書において、上記の軽剥離側のセパレータを「軽剥離セパレータ」と称する場合が
あり、上記の重剥離面側のセパレータを「重剥離セパレータ」と称する場合がある。
【０１３１】
　なお、本発明の粘着シートがシングルセパレータタイプの両面粘着シートである場合、
一方の粘着面にセパレータが設けられ、これを巻回することによって粘着体の他方の粘着
面も該セパレータによって保護される。本発明の粘着シートがシングルセパレータタイプ
である場合には、セパレータの表面はどちらも剥離層（剥離処理層）となっていることが
好ましい。また、上記セパレータの両剥離層のうち、巻回することによって粘着面と接触
する側の剥離層のことを、特に「背面剥離層」と称する場合がある。通常、セパレータの
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背面剥離層側の方が、両面粘着シートの「１面側」に対して用いられる。
【０１３２】
　本発明の粘着シートが両面粘着シートである場合、泣き分かれ現象の発生を抑制し、粘
着シートを安定して使用できるようにする点より、上記セパレータの１面側（軽剥離側）
における粘着剤層（例えば、上記アクリル系粘着剤層、上記ゴム系粘着剤層など）に対す
る剥離力（セパレータ剥離力）は０．０１～０．１５Ｎ／５０ｍｍであり、上記セパレー
タの２面側（重剥離側）における粘着剤層（例えば、上記アクリル系粘着剤層、上記ゴム
系粘着剤層など）に対する剥離力（セパレータ剥離力）は０．０５～０．２５Ｎ／５０ｍ
ｍであって、常に重剥離面側のセパレータ剥離力が軽剥離面側のセパレータ剥離力より大
きいことが好ましい。
【０１３３】
　特に、本発明の粘着シートが両面粘着シートである場合、泣き分かれ現象の発生を抑制
し、粘着シートを安定して使用できるようにする点より、重剥離セパレータの粘着剤層に
対する剥離力（セパレータ剥離力）と軽剥離セパレータの粘着剤層に対する剥離力（セパ
レータ剥離力）との差が０．０１Ｎ／５０ｍｍ以上であることが好ましく、より好ましく
は０．０２Ｎ／５０ｍｍ以上、さらに好ましくは０．０５Ｎ／５０ｍｍ以上、特に好まし
くは０．０６Ｎ／５０ｍｍ以上である。
【０１３４】
　なお、上記セパレータ剥離力とは、１８０°剥離試験によって測定される、粘着剤層に
対するセパレータの１８０°引き剥がし粘着力を意味する。なお、引張速度は３００ｍｍ
／分である。
【０１３５】
　上記セパレータ剥離力を制御するための因子としては、剥離処理剤の種類、剥離処理剤
の塗布量、セパレータの厚さなどが挙げられる。
　なお、それらが同じセパレータであった場合でも、直接塗工面と貼り合わせ面で剥離差
が生じている場合も含む。同じ剥離処理を施したセパレータであっても、粘着剤をウエッ
ト状態で直接塗布した面と、乾燥後にロール等で貼り合わせた面とでは、セパレータ剥離
力が異なる場合がある。それは以下のような理由による。ウエット状態でセパレータに直
接塗布することにより、セパレータ表面の細かい凹凸の隙間に粘着剤が流れ込み、密着性
が良くなる。一方、乾燥後の粘着剤はそのような凹凸にウエット状態ほど流れ込むことが
できず、密着性が良くない。これにより、同じ剥離処理を施したセパレータであっても剥
離力差を生じる。セパレータ剥離力を制御するための因子としては、このような理由で生
じた剥離力差を含む。
【０１３６】
［本発明の粘着シート］
　本発明の粘着シートは、本発明の基材及び粘着剤層を少なくとも有する。本発明の粘着
シートは、本発明の基材の両面側に粘着剤層を有する構成の両面粘着シートであることが
好ましい。さらに、本発明の粘着シートは、使用時までは、本発明の基材の両面側に粘着
剤層を有する構成であり、軽剥離セパレータ及び重剥離セパレータにより粘着面が保護さ
れる、ダブルセパレータタイプの両面粘着シートであることが好ましい。
【０１３７】
　本発明の粘着シートの具体的な態様としては、例えば、厚さが２．０μｍ未満のプラス
チック基材の少なくとも片面側に、上記アクリル系ポリマーＡをベースポリマーとして含
む上記アクリル系粘着剤層又は上記ゴム系粘着剤層から選択される粘着剤層を有する粘着
シートが挙げられる。
【０１３８】
　さらに、本発明の粘着シートがダブルセパレータタイプの両面粘着シートである場合、
その好ましい具体的な態様として、厚さが２．０μｍ未満のプラスチック基材の両面側に
粘着剤層[例えば、上記アクリル系粘着剤層（特に上記アクリル系ポリマーＡをベースポ
リマーとして含む上記アクリル系粘着剤層）、上記ゴム系粘着剤層など]を有し、一方の
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粘着剤層と接するように軽剥離セパレータが設けられ、他方の粘着剤層と接するように重
剥離セパレータが設けられ、上記軽剥離セパレータがプラスチック基材の少なくとも片面
側にシリコーン系剥離剤からなる剥離層を有するセパレータであり、上記重剥離セパレー
タがプラスチック基材の少なくとも片面側にシリコーン系剥離剤からなる剥離層を有する
セパレータであり、上記重剥離セパレータの粘着剤層に対する剥離力（セパレータ剥離力
）と上記軽剥離セパレータの粘着剤層に対する剥離力（剥離力）との差が０．０１Ｎ／５
０ｍｍ以上である粘着シートが挙げられる。
【０１３９】
　本発明の粘着シートの厚さ（総厚さ）は、特に限定されないが、１．０μｍ以上３０．
０μｍ未満であることが好ましく、より好ましくは１．０μｍ以上１０．０μｍ未満、さ
らに好ましく１．０μｍ以上３．０μｍ以下である。なお、上記の厚さに、セパレータの
厚さは含まれない。
【０１４０】
　特に、本発明の粘着シートは、厚さ（総厚さが）が上記の範囲であり、薄い場合であっ
ても、本発明の基材を有するので加工性（特に打ち抜き加工性）、取り扱い（ハンドリン
グ性）、さらに凹凸追従性を備える。なお、凹凸追従性に優れるのは、本発明の基材の厚
さが２．０μｍ未満であることによる。さらに、薄い場合であっても、上記粘着剤層（例
えば、上記アクリル系粘着剤層、上記ゴム系粘着剤層など）を有するので、接着信頼性を
備える。
【０１４１】
　本発明の粘着シートは、電気又は電子機器用であること、特に携帯用の電気又は電子機
器用であることが好ましい。上記携帯電子機器としては、例えば、携帯電話、ＰＨＳ、ス
マートフォン、タブレット（タブレット型コンピューター）、モバイルコンピューター（
モバイルＰＣ）、携帯情報端末（ＰＤＡ）、電子手帳、携帯型テレビや携帯型ラジオなど
の携帯型放送受信機 、携帯型ゲーム機、ポータブルオーディオプレーヤー、ポータブル
ＤＶＤプレーヤー、デジタルカメラなどのカメラ、カムコーダ型のビデオカメラなどが挙
げられる。
【０１４２】
　本発明の粘着シートは、例えば、電気又は電子機器の製造用途に好ましく用いられ、携
帯用の電気又は電子機器の製造用途により好ましく用いられる。具体的には、本発明の粘
着シートは、携帯電子機器を構成する部材やモジュール同士の貼り付けや、携帯電子機器
を構成する部材やモジュールの筐体への固定などに好ましく用いられる。より具体的には
、カバーガラスやレンズ（特にガラスレンズ）とタッチパネルやタッチセンサーとの貼り
合わせ、カバーガラスやレンズ（特にガラスレンズ）の筐体への固定、ディスプレイパネ
ルの筐体への固定、シート状キーボードやタッチパネルなどの入力装置の筐体への固定、
情報表示部の保護パネルと筐体との貼り合わせ、筐体同士の貼り合わせ、筐体と装飾用シ
ートとの貼り合わせ、携帯電子機器を構成する各種部材やモジュールの固定や貼り合わせ
などが挙げられる。なお、本明細書において、ディスプレイパネルとは、レンズ（特にガ
ラスレンズ）及びタッチパネルにより少なくとも構成される構造物をいう。また、本明細
書におけるレンズは、光の屈折作用を示す透明体及び光の屈折作用のない透明体の両方を
含む概念である。つまり、本明細書におけるレンズには、屈折作用がない単なる窓パネル
も含まれる。さらに、本明細書では、電気又は電子機器を構成する部材やモジュールを、
「電気又は電子機器部材」と称する場合がある。
【０１４３】
　上記のように、本発明の粘着シートは、画面ディスプレイの固定の用途に好ましく用い
ることができる。
【０１４４】
　さらに、本発明の粘着シートは、光学用途に好ましく用いられる。すなわち、本発明の
粘着シートは、光学部材用粘着シート（光学用粘着シート）であってもよい。例えば、本
発明の粘着シートは、光学部材を貼り合わせる用途（光学部材貼り合わせ用）や上記光学
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部材が用いられた製品（光学製品）の製造用途などに用いられることが好ましい。さらに
、本発明の粘着シートは、下記に示す各種光学フィルムの固定に用いられることが好まし
い。
【０１４５】
　上記光学部材とは、光学的特性（例えば、偏光性、光屈折性、光散乱性、光反射性、光
透過性、光吸収性、光回折性、旋光性、視認性など）を有する部材をいう。上記光学部材
としては、光学的特性を有する部材であれば特に限定されないが、例えば、表示装置（画
像表示装置）、入力装置等の機器（光学機器）を構成する部材又はこれらの機器に用いら
れる部材が挙げられ、例えば、偏光板、波長板、位相差板、光学補償フィルム、輝度向上
フィルム、導光板、反射フィルム、反射防止フィルム、透明導電フィルム（例えば、表面
にＩＴＯ層を有するプラスチックフィルム（ＩＴＯフィルム）など）、意匠フィルム、装
飾フィルム、表面保護板、プリズム、レンズ、カラーフィルター、透明基板や、さらには
これらが積層されている部材（これらを総称して「機能性フィルム」と称する場合がある
）などが挙げられる。なお、上記の「板」及び「フィルム」は、それぞれ板状、フィルム
状、シート状等の形態を含むものとし、例えば、「偏光フィルム」は、「偏光板」、「偏
光シート」を含むものとする。
【０１４６】
　上記表示装置としては、例えば、液晶表示装置、有機ＥＬ（エレクトロルミネッセンス
）表示装置、ＰＤＰ（プラズマディスプレイパネル）、電子ペーパーなどが挙げられる。
また、上記入力装置としては、タッチパネルなどが挙げられる。
【０１４７】
　上記光学部材としては、特に限定されないが、例えば、ガラス、アクリル樹脂、ポリカ
ーボネート、ポリエチレンテレフタレート、シクロオレフィンポリマー、金属薄膜などか
らなる部材（例えば、シート状やフィルム状、板状の部材など）などが挙げられる。なお
、本発明における「光学部材」には、上記の通り、被着体である表示装置や入力装置の視
認性を保ちながら加飾や保護の役割を担う部材（意匠フィルム、装飾フィルムや表面保護
フィルム等）も含むものとする。
【０１４８】
　さらにまた、本発明の粘着シートは、放熱シートの固定、フェライトシートの固定、磁
気シールドシートの固定などにも好ましく用いることができる。
【０１４９】
　さらに、本発明の粘着シートによる電気又は電子機器部材の貼り合わせの態様としては
、特に限定されないが、例えば、（１）本発明の粘着シートを介して電気又は電子機器部
材同士を貼り合わせる態様、（２）本発明の粘着シートを介して電気又は電子機器部材を
電気又は電子機器部材以外の部材に貼り合わせる態様、（３）電気又は電子機器部材を含
む本発明の粘着シート（例えば、下記の電気又は電子機器部材積層体）を、電気又は電子
機器部材又は電気又は電子機器部材以外の部材に貼り合わせる態様などが挙げられる。
【０１５０】
　さらに、本発明の粘着シートによる光学部材の貼り合わせの態様としては、特に限定さ
れないが、例えば、（１）本発明の粘着シートを介して光学部材同士を貼り合わせる態様
、（２）本発明の粘着シートを介して光学部材を光学部材以外の部材に貼り合わせる態様
、（３）光学部材を含む本発明の粘着シート（例えば、下記の光学部材積層体）を、光学
部材又は光学部材以外の部材に貼り合わせる態様などが挙げられる。
【０１５１】
［電気又は電子機器部材積層体］
　本発明の電気又は電子機器部材積層体は、本発明の粘着シートと電気又は電子機器部材
の積層構成を有する。つまり、本発明の電気又は電子機器部材積層体は、本発明の粘着シ
ートを含む。また、両面粘着シートである本発明の粘着シートを含む場合、本発明の電気
又は電子機器部材積層体は、光学部材表面の少なくとも一部に粘着面が設けられている粘
着型電気又は電子機器部材積層体（例えば、シート状の電気又は電子機器部材積層体の少
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なくとも片面側に粘着面が設けられている粘着型電気又は電子機器部材積層体）でもある
。
【０１５２】
　本発明の電気又は電子機器部材積層体は、本発明の粘着シートを含むので、凹凸追従性
、接着信頼性を備える。このため、電子機器部材の固定や仮固定など用途に好ましく用い
ることができる。
【０１５３】
［光学部材積層体］
　本発明の光学部材積層体は、本発明の粘着シートと光学部材の積層構成を有する。つま
り、本発明の光学部材積層体は、本発明の粘着シートを含む。また、両面粘着シートであ
る本発明の粘着シートを含む場合、本発明の光学部材積層体は、光学部材表面の少なくと
も一部に粘着面が設けられている粘着型光学部材（例えば、シート状光学部材の少なくと
も片面側に粘着面が設けられている粘着型光学部材）でもある。
【０１５４】
　本発明の光学部材積層体としては、例えば、本発明の粘着シートを含む光学部材、本発
明の粘着シートを含むタッチパネル、本発明の粘着シートを含む画像表示装置、本発明の
粘着シートを含むガラスレンズなどが挙げられる。
【０１５５】
　本発明の光学部材積層体は、本発明の粘着シートを含むので、凹凸追従性、接着信頼性
を備える。このため、光学部材の固定や仮固定など用途に好ましく用いることができる。
【実施例】
【０１５６】
　以下に、実施例に基づいて本発明をより詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に
より限定されるものではない。なお、本実施例においては、特に断りのない限り、重量部
は固形分換算した値を意味する。
【０１５７】
（アクリル系ポリマー溶液の調製例１）
　ｎ－ブチルアクリレート（ＢＡ）７０重量部、２－エチルヘキシルアクリレート（２－
ＥＨＡ）３０重量部、アクリル酸（ＡＡ）３重量部、４－ヒドロキシブチルアクリレート
（４－ＨＢＡ）０．０５重量部、及び重合開始剤としてのアゾビスイソブチロニトリル（
ＡＩＢＮ）０．０８重量部をトルエン溶媒中に添加した。その後、６８℃で８時間溶液重
合してアクリル系ポリマー溶液を得た。アクリル系ポリマーの重量平均分子量は４４万で
あった。
　なお、このようにして得られたアクリル系ポリマー溶液を、「アクリル系ポリマー溶液
（Ａ）」とした。
【０１５８】
（アクリル系粘着剤組成物の調製例１）
　アクリル系ポリマー溶液（Ａ）に重合ロジンペンタエリスリトールエステル樹脂（商品
名「ペンセルＤ１２５」、荒川化学工業株式会社製、軟化点：１２５℃）を溶液中のアク
リル系ポリマーの１００重量部に対し３０重量部となるように加えて、さらに、イソシア
ネート系架橋剤（商品名「コロネートＬ」、日本ポリウレタン工業株式会社製）を溶液中
のアクリル系ポリマーの１００重量部に対し２重量部となるように加えた。このようにし
て、アクリル系粘着剤組成物を調製した。
　なお、このようにして得られたアクリル系粘着剤組成物を、「アクリル系粘着剤組成物
（Ａ）」とした。
【０１５９】
（基材の使用例１）
　基材として、厚さが０．５μｍであるＰＥＴフィルムを使用した。なお、この基材を、
「基材（Ａ）」とした。
【０１６０】
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（基材の使用例２）
　基材として、厚さが５μｍであるＰＥＴフィルムを使用した。なお、この基材を、「基
材（Ｂ）」とした。
【０１６１】
（基材の使用例３）
　基材として、厚さが１２μｍであるＰＥＴフィルムを使用した。なお、この基材を、「
基材（Ｃ）」とした。
【０１６２】
（セパレータの製造例１）
　熱硬化性付加型シリコーン（商品名「ＫＳ－８４７Ｔ」、信越化学工業株式会社製）、
白金系触媒（商品名「ＰＬ－５０Ｔ」、信越化学工業株式会社製）を配合し、さらにトル
エンを加えて固形分濃度１重量％のシリコーン系剥離処理剤（溶剤型シリコーン系剥離処
理剤）を得た。このシリコーン系剥離処理剤をＰＥＴフィルムの一方の表面に塗布し、熱
により硬化させて、ＰＥＴフィルムの一方の表面にシリコーン系剥離層を有するセパレー
タ（剥離ライナー）を得た。
　なお、このようにして得られたセパレータを、「セパレータ（Ａ）」とした。セパレー
タ（Ａ）は、軽剥離面側（１面側）のセパレータとして使用した。
【０１６３】
（セパレータの製造例１）
　熱硬化性付加型シリコーン（商品名「ＫＳ－３７０３」、信越化学工業株式会社製）、
剥離コントロール剤（商品名「Ｘ－９２－１８３」、信越化学工業株式会社製）、白金系
触媒（商品名「ＰＬ－５０Ｔ」、信越化学工業株式会社製）を配合し、さらにトルエンを
加えて固形分濃度１重量％のシリコーン系剥離処理剤（溶剤型シリコーン系剥離処理剤）
を得た。このシリコーン系剥離処理剤をＰＥＴフィルムの一方の表面に塗布し、熱により
硬化させて、ＰＥＴフィルムの一方の表面にシリコーン系剥離層を有するセパレータ（剥
離ライナー）を得た。
　なお、このようにして得られたセパレータを、「セパレータ（Ｂ）」とした。セパレー
タ（Ｂ）は、重剥離面側（２面側）のセパレータとして使用した。
【０１６４】
(実施例１)
　セパレータ（Ａ）にアクリル系粘着剤組成物（Ａ）を最終的な厚さ（形成されるアクリ
ル系粘着剤層の厚さ）が０．８μｍとなるように塗布して塗布層を形成し、これをオーブ
ンに投入して、１００℃で３分間加熱乾燥させて、アクリル系粘着剤層（厚さ０．８μｍ
）を有するシート１を得た。
　次に、セパレータ（Ｂ）にアクリル系粘着剤組成物（Ａ）を最終的な厚さ（形成される
アクリル系粘着剤層の厚さ）が０．８μｍとなるように塗布して塗布層を形成し、これを
オーブンに投入して、１００℃で３分間加熱乾燥させて、アクリル系粘着剤層（厚さ０．
８μｍ）を有するシート２を得た。
　そして、基材（Ａ）の一方の面にシート２を貼り合わせ、次に、基材（Ａ）の他方の面
にシート１を貼り合わせて、基材の両面側に粘着剤層を有する両面粘着シートを得た。
　なお、この両面粘着シートは、セパレータ（Ａ）（１面側）／アクリル系粘着剤層（厚
さ０．８μｍ）／基材（Ａ）（厚さ０．５μｍ）／アクリル系粘着剤層（厚さ０．８μｍ
）／セパレータ（Ｂ）（２面側）の積層構造を有する。
　また、セパレータにアクリル系粘着剤組成物を塗布する際には、減圧手段を有する塗工
装置を使用した。なお、この塗工装置によれば、アクリル系粘着剤組成物の厚さを均一に
塗布できる点で好ましい。
【０１６５】
(実施例２)
　セパレータ（Ａ）にアクリル系粘着剤組成物（Ａ）を最終的な厚さ（形成されるアクリ
ル系粘着剤層の厚さ）が１．２μｍとなるように塗布して塗布層を形成し、実施例１と同
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様にして、アクリル系粘着剤層（厚さ１．２μｍ）を有するシート１を得た。
　また、セパレータ（Ｂ）にアクリル系粘着剤組成物（Ａ）を最終的な厚さ（形成される
アクリル系粘着剤層の厚さ）が１．２μｍとなるよう塗布して塗布層を形成し、実施例１
と同様にして、アクリル系粘着剤層（厚さ１．２μｍ）を有するシート２を得た。
　そして、実施例１と同様にして、基材（Ａ）の一方の面にシート２を貼り合わせ、基材
（Ａ）の他方の面にシート１を貼り合わせて、基材の両面側に粘着剤層を有する両面粘着
シートを得た。
　なお、この両面粘着シートは、セパレータ（Ａ）（１面側）／アクリル系粘着剤層（厚
さ１．２μｍ）／基材（Ａ）（厚さ０．５μｍ）／アクリル系粘着剤層（厚さ１．２μｍ
）／セパレータ（Ｂ）（２面側）の積層構造を有する。
【０１６６】
(比較例１)
　セパレータ（Ｂ）にアクリル系粘着剤組成物（Ａ）を最終的な厚さ（形成されるアクリ
ル系粘着剤層の厚さ）が３．０μｍとなるように塗布し、塗布層を形成した。次いで、上
記塗布層上に、セパレータ（Ａ）を設け、塗布層を被覆した。次に、ブラックライト（株
式会社東芝製）にて、照度５ｍＷ／ｃｍ2の紫外線を照射し、アクリル系粘着剤層（厚さ
３．０μｍ）を有する基材レス両面粘着シートを得た。
　なお、この両面粘着シートは、セパレータ（Ａ）（１面側）／アクリル系粘着剤層（厚
さ３．０μｍ）／セパレータ（Ｂ）（２面側）の積層構造を有する。
【０１６７】
(比較例２)
　セパレータ（Ａ）にアクリル系粘着剤組成物（Ａ）を最終的な厚さ（形成されるアクリ
ル系粘着剤層の厚さ）が０．５μｍとなるように塗布して塗布層を形成し、実施例１と同
様にして、アクリル系粘着剤層（厚さ０．５μｍ）を有するシート１を得た。
　また、セパレータ（Ｂ）にアクリル系粘着剤組成物（Ａ）を最終的な厚さ（形成される
アクリル系粘着剤層の厚さ）が０．５μｍとなるよう塗布して塗布層を形成し、実施例１
と同様にして、アクリル系粘着剤層（厚さ０．５μｍ）を有するシート２を得た。
　そして、実施例１と同様にして、基材（Ｂ）の一方の面にシート１を貼り合わせ、基材
（Ｂ）の他方の面にシート２を貼り合わせて、基材の両面側に粘着剤層を有する両面粘着
シートを得た。
　なお、この両面粘着シートは、セパレータ（Ａ）（１面側）／アクリル系粘着剤層（厚
さ０．５μｍ）／基材（Ｂ）（厚さ５μｍ）／アクリル系粘着剤層（厚さ０．５μｍ）／
セパレータ（Ｂ）（２面側）の積層構造を有する。
【０１６８】
(比較例３)
　セパレータ（Ａ）にアクリル系粘着剤組成物（Ａ）を最終的な厚さ（形成されるアクリ
ル系粘着剤層の厚さ）が１．５μｍとなるように塗布して塗布層を形成し、実施例１と同
様にして、アクリル系粘着剤層（厚さ１．５μｍ）を有するシート１を得た。
　また、セパレータ（Ｂ）にアクリル系粘着剤組成物（Ａ）を最終的な厚さ（形成される
アクリル系粘着剤層の厚さ）が１．５μｍとなるよう塗布して塗布層を形成し、実施例１
と同様にして、アクリル系粘着剤層（厚さ１．５μｍ）を有するシート２を得た。
　そして、実施例１と同様にして、基材（Ｃ）の一方の面にシート１を貼り合わせ、基材
（Ｃ）の他方の面にシート２を貼り合わせて、基材の両面側に粘着剤層を有する両面粘着
シートを得た。
　なお、この両面粘着シートは、セパレータ（Ａ）（１面側）／アクリル系粘着剤層（厚
さ１．５μｍ）／基材（Ｃ）（厚さ１２μｍ）／アクリル系粘着剤層（厚さ１．５μｍ）
／セパレータ（Ｂ）（２面側）の積層構造を有する。
【０１６９】
（測定又は評価）
　実施例及び比較例の両面粘着シートについて、下記の測定又は評価を行った。その結果
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を表１に示した。
【０１７０】
（１８０°引き剥がし接着強さ（粘着力））
　両面粘着シートから、長さ１００ｍｍ、幅２０ｍｍのシート片を切り出した。次いで、
シート片からセパレータ（Ａ）を剥離し、露出した粘着面に、ＰＥＴフィルム（商品名「
ルミラー　Ｓ－１０」、厚さ２５μｍ）を貼付（裏打ち）した。そして、試験片とした。
　次に、試験片のセパレータ（Ｂ）を剥離し露出した粘着面により、試験片を試験板に貼
り合わせ、２ｋｇローラー、１往復の圧着条件で圧着した。その後、２３℃、５０％ＲＨ
の雰囲気下で３０分間エージングした。エージング後、引張試験機（装置名「オートグラ
フ ＡＧ－ＩＳ」、株式会社島津製作所製）を用い、２３℃、５０％ＲＨの雰囲気下、引
張速度３００ｍｍ／分、剥離角度１８０°の条件で、試験板から試験片を引きはがし、１
８０°引き剥がし接着強さ（Ｎ／２０ｍｍ）を測定した。
　なお、試験板として、ステンレス板（ＳＵＳ３０４ＢＡ板）を使用した。なお、試験板
の表面は平滑である。
【０１７１】
（凹凸追従性）
　両面粘着シートのセパレータ（Ａ）を剥離して露出した粘着面に、ＰＥＴフィルム（商
品名「ルミラー　Ｓ－１０」、厚さ２５μｍ）を貼付（裏打ち）し、試験片とした。
　次に、試験片のセパレータ（Ｂ）を剥離し、露出した粘着面により、被着体の段差を有
する面に試験片を貼り合わせ、２ｋｇローラー、１往復の圧着条件で圧着した。その後、
２３℃、５０％ＲＨの雰囲気下で３０分間エージングした。そして、構造物Ａを得た。
　そして、構造物Ａにおける段差付近の試験片を目視で観察し、下記基準で評価した。
　評価基準
　よい（○）：段差に粘着シートが追従しており、浮きが見られない。
　わるい（×）：段差に粘着シートが追従できず、浮きがみられる。
　なお、凹凸追従性の評価に用いた被着体は、シート状であり、一方の面に段差を有する
。段差の高さは、１０μｍである。
【０１７２】
（打ち抜き加工性）
　両面粘着シートを一方の面側より、打ち抜き機（装置名「Ｄ２５０」、岩崎鉄工株式会
社製）を用いてシール刃により、１００ショット／分の速さで打ち抜き、両面粘着シート
に打ち抜き加工を施した。
　そして、打ち抜いた両面粘着シートを観察し、下記評価基準で評価した。
　評価基準：打ち抜いた両面粘着シートを観察し、しわやよれの発生、損傷、粘着シート
端部における糊はみ出し、損傷や糊はみ出し等に起因する両面粘着シート同士の意図しな
い接合等が生じた場合を不良（×）と評価した。一方、きれいに打ち抜かれており、上記
の問題が生じない場合を良好（○）と評価した。
【０１７３】
（セパレータ剥離力）
　両面粘着シートから、長さ１００ｍｍ、幅５０ｍｍのシート片を切り出し、試験片とし
た。この試験片を、１面側評価用試験片とした。
　また、上記１面側評価用試験片からセパレータ（Ａ）を剥がして、露出した粘着面に、
ＰＥＴフィルム（商品名「ルミラー　Ｓ－１０」、厚さ２５μｍ）を貼付（裏打ち）した
。そして、２面側評価用試験片とした。
　引張試験機（装置名「オートグラフ ＡＧ－ＩＳ」、株式会社島津製作所製）を用い、
２３℃、５０％ＲＨの雰囲気下、引張速度３００ｍｍ／分、剥離角度１８０°の条件で、
１面側評価用試験片からセパレータ（Ａ）を引きはがし、１８０°引き剥がし接着強さ（
Ｎ／５０ｍｍ）を測定した。そして、この１８０°引き剥がし接着強さを、１面側のセパ
レータ剥離力とした。
　一方、引張試験機（装置名「オートグラフ ＡＧ－ＩＳ」、株式会社島津製作所製）を
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用い、２３℃、５０％ＲＨの雰囲気下、引張速度３００ｍｍ／分、剥離角度１８０°の条
件で、２面側評価用試験片からセパレータ（Ｂ）を引きはがし、１８０°引き剥がし接着
強さ（Ｎ／５０ｍｍ）を測定した。そして、この１８０°引き剥がし接着強さを、２面側
のセパレータ剥離力とした。
【０１７４】
（セパレータ剥離性）
　上記セパレータ剥離力試験の際に、泣き分かれ現象、粘着剤層のセパレータへの残存（
のりはがれ）、粘着剤層同士の重なり、意図しない粘着剤層の移動、このような移動に伴
う粘着剤層のしわやよれ、粘着シートの損傷等が生じた場合等を不良（×）と評価した。
一方、粘着剤層とセパレータの界面できれいに分離しており、上記の問題が生じない場合
を良好（○）と評価した。
【０１７５】
【表１】

【０１７６】
　なお、比較例１のセパレータ剥離力は、測定することができなかった。
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